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 ７．幼児教育の振興 
 
                    (前年度当初予算額 4,367 百万円、補正予算額 6,584 百万円） 
                  令和 3 年度要求・要望額  29,619 百万円 ＋ 事項要求 

※前年度予算額は、臨時・特別の措置 999 百万円を除く 

 
１．要  旨 

新型コロナウイルス感染症対策をはじめとした新規課題に的確に対応しつ
つ、幼児を健やかに育むよう、幼児教育実践の質の向上をソフト・ハードの両
面から総合的に推進する。 

 
 
２．内  容 
（１）子供の育ちを守る幼児教育の推進 

◆幼児教育推進体制の充実・活用強化事業〔補助率１／２〕 
295 百万円（190 百万円） 

                                   〔補助事業者：都道府県、市町村〕 
新型コロナウイルス感染症で顕在化した課題に的確に対応し、公私立幼稚園・保

育所・認定こども園に対して一体的に域内全体の幼児教育の質の向上を図るため、

保健、福祉等の専門職との連携をはじめ、多様な課題に対応した幼児教育推進体制

の構築、活用強化を支援する。 

 

 

◆幼稚園教諭の人材確保・キャリアアップ支援事業   127 百万円（105 百万円） 
                         〔委託事業者：都道府県、市町村、大学、幼稚園関係団体等〕 

質の高い幼児教育・保育の実践の根幹となる幼稚園教諭の人材確保及びキャリ

アアップに必要な取組を総合的かつ効果的に実施し、好事例の横展開を行う。 

 
 
◆教育支援体制整備事業費交付金〔補助率１／２等〕 7,600 百万円（963 百万円） 

                                   〔6,584 百万円〕 
                                   〔補助事業者：都道府県〕 

新型コロナウイルス感染症対策をしっかりとりながら幼児を健やかに育む環境

を確保するため、幼稚園の ICT 環境整備に係る費用や感染症対策を実施するため

に必要となる保健衛生用品等の購入経費等を支援する。 
 

 

◆幼児教育の教育課題に対応した指導方法等充実調査研究 

57 百万円（58 百万円） 
                         〔委託事業者：都道府県、市町村、大学、幼稚園関係団体等〕 

新型コロナウイルス感染症下における切れ目ない幼児教育の実践、外国人幼児

や障害のある幼児等への対応などの課題に対応した指導方法等の充実のため、調

査研究や研修プログラムの開発を実施する。 
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◆幼稚園教育課程の理解の推進                           26百万円（26百万円） 
新幼稚園教育要領について、新しい生活様式も取り入れた幼稚園教育の実践に

ついて、中央及び都道府県において研究協議等を行うとともに、各幼稚園が適切

な教育課程を編成、実施する上で必要な指導資料等を作成する。 

 

 

◆ECEC Network 事業の参加                          11 百万円（11 百万円） 
OECD において計画されている「OECD 国際幼児教育・保育従事者調査」及び「デ

ジタル世界における幼児教育・保育の在り方に関する調査研究」に参加し、質の

高い幼児教育の提供に向けた施策展開のための重要な基礎情報を得る。 

※ECEC : Early Childhood Education and Care 

 
 

（２）新たな日常を支える施設整備 
◆認定こども園施設整備交付金〔補助率１／２〕  

20,010 百万円 ＋ 事項要求（2,524 百万円） 
                                   〔補助事業者：都道府県〕 

認定こども園等の施設整備、園舎の耐震化、感染症予防の観点からの衛生環境

の改善、防犯対策に要する経費の一部を補助する。 

 

 

◆私立幼稚園施設整備費補助〔補助率１／３（Is 値 0.3 未満の耐震補強・改築は１／２）〕 

1,493 百万円 ＋ 事項要求（490 百万円） 
                                   〔補助事業者：私立幼稚園の設置者〕 

緊急の課題となっている耐震化のための園舎、外壁や天井等の非構造部材の耐

震対策等に要する経費とともに、預かり保育などコロナ禍においても子供を安心

して育てることができる環境整備や感染症予防の観点からの衛生環境の改善、防

犯対策、バリアフリー化等に要する経費の一部を補助する。 
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68
%

課 題

幼
稚

園
団

体

養
成

校

自
治

体

取 組 例

幼
稚

園
団

体

幼
稚

園
団

体
幼

稚
園

団
体

幼
稚

園
団

体
取 組 例取 組 例

取 組

取 組 例

取 組 例

養
成

校

養
成

校

幼
稚

園

幼
稚

園
幼

稚
園

幼
稚

園

令
和

３
年

度
要

求
額

1.
3億

円
（

前
年

度
予

算
額

1億
円

）
幼

稚
園

教
諭

の
人

材
確

保
・キ

ャリ
ア

ア
ップ

支
援

事
業
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園
務

改
善

をは
じめ

、オ
ンラ

イン
に

よる
教

員
研

修
や

保
育

参
観

、保
育

動
画

の
配

信
や

ア
プリ

を
利

用
した

家
庭

との
連

絡
な

ど、
「新

た
な

日
常

」に
対

応
した

IC
T環

境
整

備
を支

援

(1
)

国
１

/２
、事

業
者

１
/２

(2
)

国
１

０
/１

０
国

１
/２

、事
業

者
１

/２
国

１
/２

、
都

道
府

県
・政

令
都

市
・中

核
市

１
/２

国
３

/４
、事

業
者

１
/４

幼
稚

園
、幼

稚
園

型
認

定
こど

も
園

、
幼

保
連

携
型

認
定

こど
も

園
幼

稚
園

・認
定

こど
も

園
・保

育
所

の
教

職
員

等
幼

稚
園

教
諭

免
許

状
を

有
しな

い
保

育
士

等
学

校
法

人
幼

稚
園

、幼
稚

園
型

認
定

こど
も

園

(1
) 

遊
具

・運
動

用
具

等
の

整
備

費
用

(2
) 

新
型

コロ
ナ

ウイ
ル

ス
感

染
拡

大
の

防
止

の
た

め
、保

健
衛

生
用

品
の

購
入

な
ど、

感
染

症
対

策
の

徹
底

に
必

要
な

経
費

対
象

校
種 ・ 想
定

人
材

都
道

府
県

実
施

主
体

補
助

割
合

物
品

等
の

購
入

費
等

、
研

修
参

加
費

、
免

許
取

得
受

講
料

等
、

事
務

職
員

雇
用

費
等

、
情

報
シ

ス
テ

ム
導

入
費

、等

補
助
対
象

経
費

教
育

支
援

体
制

整
備

事
業

費
交

付
金

令
和

３
年

度
要

求
・要

望
額

76
億

円
（

前
年

度
当

初
予

算
額

10
億

円
、補

正
予

算
額

66
億

円
）

1

認
定

こど
も

園
の

設
置

を支
援

す
る

とと
も

に
、新

型
コロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

対
策

を
しっ

か
りと

実
施

しつ
つ

、幼
児

を
健

や
か

に
育

む
た

め
に

必
要

な
環

境
整

備
を

推
進

す
る

。

幼
児

教
育

の
質

の
向

上
の

た
め

の
緊

急
環

境
整

備

2
認

定
こど

も
園

等
に

お
け

る
教

育
の

質
の

向
上

の
た

め
の

研
修

支
援

教
育

の
質

の
向

上
を図

る
た

め
、教

職
員

等
を対

象
とし

た
研

修
を

支
援

3
保

育
教

諭
確

保
の

た
め

の
幼

稚
園

教
諭

免
許

状
取

得
支

援
保

育
教

諭
を

確
保

す
る

た
め

、保
育

士
資

格
を有

す
る

者
の

幼
稚

園
教

諭
免

許
状

取
得

を
支

援

4
認

定
こど

も
園

等
へ

の
円

滑
な

移
行

の
た

め
の

準
備

支
援

認
定

こど
も

園
等

に
移

行
す

る
準

備
に

必
要

な
経

費
を支

援

5
IC

T環
境

整
備

の
支

援

１ 2 3 4 5

１ 2
4

3 5 １
2

3
4

5
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幼
稚

園
対
象

校
種

１
５

箇
所

３
８

０
万

円
/箇

所
１

年

箇
所
数

単
価

期
間

都
道

府
県

、市
区

町
村

、大
学

、幼
稚

園
団

体
委
託
先

調
査

研
究

に
必

要
な

経
費

（
人

件
費

、設
備

備
品

費
、委

員
旅

費
、謝

金
等

）
委
託

対
象
経
費

背 景
新

型
コロ

ナ
ウイ

ル
ス

感
染

症
下

に
お

け
る

切
れ

目
な

い
幼

児
教

育
の

実
践

、外
国

人
幼

児
や

障
害

の
あ

る
幼

児
等

へ
の

対
応

な
ど、

幼
児

教
育

が
今

直
面

して
い

る
課

題
に

つ
い

て
、指

導
方

法
等

を充
実

させ
る

こと
が

求
め

られ
て

い
る

こと
か

ら、
これ

らの
課

題
に

対
応

す
る

指
導

方
法

等
に

関
す

る
調

査
研

究
を実

施
し、

幼
稚

園
教

員
の

資
質

・能
力

を高
め

、指
導

等
の

充
実

を図
る

。

事
業

内
容

新
型

コロ
ナ

ウイ
ル

ス
感

染
症

下
に

お
け

る
切

れ
目

な
い

幼
児

教
育

の
実

践
幼

児
の

豊
か

な
行

動
を

引
き

出
す

環
境

の
構

築
や

教
師

に
よ

る
適

切
な

指
導

を
支

援
す

る
た

め
の

調
査

研
究

を実
施

す
る

。具
体

的
に

は
、新

型
コロ

ナ
ウイ

ル
ス

感
染

症
対

策
を

取
りな

が
ら効

果
的

な
幼

児
教

育
の

実
践

を図
る

た
め

、I
CT

機
器

の
活

用
方

策
な

ど臨
時

休
業

等
をも

視
野

に
入

れ
た

幼
稚

園
教

育
の

在
り方

等
に

関
す

る
調

査
研

究
を実

施
す

る
。

特
別

な
配

慮
を必

要
とす

る
幼

児
へ

の
指

導
の

充
実

に
関

す
る

調
査

研
究

幼
児

期
の

特
性

を踏
まえ

た
研

修
プロ

グ
ラム

の
開

発
を行

うと
とも

に
、実

践
を通

した
実

証
研

究
を実

施
す

る
。

【研
修

プロ
グ

ラム
】

言
語

を生
活

や
遊

び
を通

して
教

え
る

とい
う幼

児
期

の
特

性
を踏

まえ
て

開
発

【実
証

研
究

テ
ー

マ（
例

）
】

・外
国

人
幼

児
が

日
本

で
の

幼
稚

園
生

活
に

親
しん

で
い

くた
め

に
有

効
な

教
材

の
開

発
・小

学
校

教
育

へ
の

円
滑

な
接

続
を踏

まえ
た

教
育

活
動

や
小

学
校

との
連

携
の

在
り方

【研
修

プロ
グ

ラム
】

社
会

性
や

言
語

等
が

これ
か

ら発
達

して
い

くと
い

った
幼

児
期

の
特

性
を踏

まえ
て

開
発

【実
証

研
究

テ
ー

マ（
例

）
】

・早
期

発
見

に
資

す
る

アセ
ス

メン
トの

開
発

や
活

用
・小

学
校

教
育

へ
の

円
滑

な
接

続
を踏

まえ
た

教
育

活
動

や
小

学
校

との
連

携
の

在
り方

幼
児

教
育

の
教

育
課

題
に

対
応

した
指

導
方

法
等

充
実

調
査

研
究

外
国

人
幼

児
等

障
害

の
あ

る
幼

児
等

【研
究

テ
ー

マ（
例

）
】

・家
庭

へ
の

動
画

配
信

や
家

庭
との

情
報

共
有

、連
携

・小
規

模
集

団
で

の
幼

児
教

育
の

実
践

の
工

夫
・オ

ンラ
イン

を活
用

した
小

学
校

な
どの

他
機

関
との

交
流

の
在

り方
・行

事
の

実
施

の
工

夫

令
和

３
年

度
要

求
・要

望
額

0.
6億

円
（

前
年

度
予

算
額

0.
6億

円
）
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対
象

校
種

４
７

箇
所

５
５

万
円

/箇
所

１
年

箇
所
数

単
価

期
間

都
道

府
県

※
幼

稚
園

教
育

要
領

の
実

施
の

た
め

の
指

導
資

料
等

の
作

成
は

本
省

執
行

支
出
先

都
道

府
県

協
議

会
に

必
要

な
経

費
（

委
員

等
旅

費
、諸

謝
金

、教
職

員
研

修
費

）
対
象
経
費

幼
稚

園
教

育
課

程
の

理
解

の
推

進

目 的

○
各

幼
稚

園
に

お
い

て
幼

稚
園

教
育

要
領

の
正

しい
理

解
の

下
、適

切
な

教
育

課
程

が
編

成
され

る
とと

も
に

、特
に

新
型

コロ
ナ

ウ
イル

ス
感

染
症

等
へ

の
対

策
が

必
要

とな
る

中
に

お
い

て
も

、幼
児

の
学

び
や

育
ち

を守
る

こと
が

求
め

られ
て

い
る

。
○

幼
稚

園
を

取
り巻

く現
状

を
踏

ま
え

、研
究

協
議

会
の

開
催

や
指

導
資

料
等

の
作

成
を

行
い

、幼
稚

園
教

育
要

領
の

内
容

や
先

進
的

な
実

践
、

新
しい

生
活

様
式

も
取

り入
れ

た
実

践
に

つ
い

て
理

解
を

深
め

る
こと

に
よ

り、
各

幼
稚

園
に

お
け

る
適

切
な

教
育

課
程

の
編

成
・実

施
を

促
進

す
る

。

事
業

内
容

幼
稚

園
教

育
理

解
推

進
事

業
オ

ン
ライ

ン
も

活
用

し
な

が
ら、

各
都

道
府

県
に

お
い

て
行

う新
し

い
生

活
様

式
も

取
り入

れ
た

幼
稚

園
教

育
に

関
す

る
専

門
的

な
研

究
協

議
等

の
成

果
を

、中
央

協
議

会
に

お
い

て
発

表
・共

有
す

る
こと

で
、さ

らな
る

幼
稚

園
教

育
の

振
興

・充
実

を
図

る
。

中
央

協
議

会
（

文
部

科
学

省
）

（
都

道
府

県
協

議
会

の
成

果
の

発
表

、先
進

事
例

の
発

表
等

）
教

育
委

員
会

指
導

主
事

、幼
稚

園
園

長
等

の
参

加

都
道

府
県

協
議

会
（

教
育

委
員

会
）

（
幼

稚
園

教
育

要
領

に
関

す
る

説
明

、専
門

的
な

研
究

協
議

等
）

公
立

私
立

幼
稚

園
教

員
、小

学
校

教
員

等
の

参
加

協
議

主
題

の
提

示
中

央
協

議
会

へ
の

参
加

依
頼

等
協

議
の

成
果

報
告

中
央

協
議

会
へ

の
参

加
等

幼
稚

園
教

育
要

領
の

実
施

の
た

め
の

指
導

資
料

等
の

作
成

幼
稚

園
教

育
要

領
に

基
づ

く教
育

活
動

を
着

実
に

実
施

す
る

た
め

、そ
の

内
容

を
踏

ま
え

た
具

体
的

な
教

育
課

程
の

編
成

や
指

導
の

在
り方

等
に

関
す

る
指

導
資

料
等

を作
成

す
る

。

○
令

和
３

年
度

（
案

）
幼

稚
園

教
育

要
領

や
幼

稚
園

を
取

り巻
く現

状
を

踏
ま

え
、以

下
の

内
容

の
指

導
資

料
等

を
改

訂
す

る
。

・特
別

な
支

援
を要

す
る

幼
児

へ
の

指
導

の
在

り方
に

つ
い

て
・家

庭
との

連
携

、子
育

て
支

援
の

在
り方

に
つ

い
て

幼
稚

園

令
和

３
年

度
要

求
・要

望
額

0.
3億

円
（

前
年

度
予

算
額

0.
3億

円
）
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O
EC

D
EC

EC
 N

et
w

or
k事

業
へ

の
参

加

○
質

の
高

い
幼

児
期

の
教

育
の

提
供

を
基

本
理

念
とす

る
「子

ども
・子

育
て

支
援

新
制

度
」の

開
始

、幼
児

教
育

・保
育

の
無

償
化

の
実

施
に

加
え

て
、令

和
２

年
9月

の
G2

0教
育

大
臣

会
合

に
お

い
て

質
の

高
い

幼
児

教
育

へ
の

ア
クセ

ス
の

重
要

性
が

宣
言

され
る

な
ど、

国
内

外
で

幼
児

教
育

の
質

に
対

す
る

関
心

が
高

まっ
て

い
る

とこ
ろ

。

○
この

た
め

、O
EC

D
が

実
施

す
る

国
際

幼
児

教
育

・保
育

従
事

者
調

査
等

に
参

加
し、

質
の

高
い

幼
児

教
育

を
提

供
す

る
た

め
の

基
礎

デ
ー

タの
整

備
に

貢
献

す
る

とと
も

に
、こ

れ
らの

事
業

へ
の

参
加

に
よ

り、
国

際
比

較
可

能
な

幼
児

教
育

・保
育

施
設

の
活

動
実

態
に

関
す

る
デ

ー
タや

、各
国

の
好

事
例

な
ど、

質
の

高
い

幼
児

教
育

の
提

供
に

向
け

た
施

策
展

開
の

た
め

の
重

要
な

基
礎

情
報

を得
る

こと
とす

る
。

背
景

・目
的

※
拠

出
金

に
つ

い
て

は
、文

部
科

学
省

、厚
生

労
働

省
、内

閣
府

で
按

分
して

負
担

。
※

国
内

に
お

け
る

調
査

実
施

の
事

務
的

経
費

に
つ

い
て

は
国

立
教

育
政

策
研

究
所

で
負

担
。

事
業

の
主

な
概

要

勤
務

環
境

や
研

修
な

どの
保

育
者

の
資

質
・能

力
の

向
上

に
関

す
る

状
況

等
に

関
す

る
第

２
期

調
査

が
20

21
年

か
ら開

始
予

定
。

第
１

期
調

査
(2

01
8年

)で
は

、日
本

の
保

育
者

の
研

修
等

に
よる

専
門

性
向

上
へ

の
意

識
の

高
さな

どが
明

らか
に

な
った

一
方

、保
育

者
の

処
遇

や
社

会
的

評
価

、保
育

者
の

不
足

等
に

つ
い

て
の

課
題

も
あ

り、
調

査
結

果
を

参
考

に
施

策
立

案
に

活
用

。

デ
ジ

タル
テ

クノ
ロジ

ー
の

普
及

に
よっ

て
も

た
らさ

れ
る

社
会

的
・経

済
的

変
化

に
対

応
して

、幼
児

教
育

・保
育

が
子

供
た

ち
の

学
び

や
発

達
等

を
効

果
的

に
支

援
して

い
くた

め
の

方
策

等
を調

査
。2

02
1年

か
ら2

02
3年

に
か

け
て

調
査

・公
表

予
定

。

次
年

度
か

ら予
定

され
て

い
る

下
記

の
事

業
に

参
画

し、
幼

児
教

育
の

質
向

上
の

た
め

の
施

策
立

案
に

活
か

す
。

○
O

EC
D

国
際

幼
児

教
育

・保
育

従
事

者
調

査
※

20
18

年
調

査
勤

務
環

境
や

研
修

な
どの

保
育

者
の

資
質

・能
力

の
向

上
に

関
す

る
状

況
等

を調
査

。
○

幼
児

教
育

の
多

面
的

な
質

に
関

す
る

調
査

研
究

※
20

19
～

20
20

年
調

査
各

国
に

お
け

る
幼

児
教

育
の

質
向

上
に

関
す

る
政

策
に

つ
い

て
調

査
し、

幼
児

教
育

の
多

面
的

な
質

に
関

す
る

政
策

フレ
ー

ム
ワー

クを
作

成
。

過
去

の
参

加
実

績

令
和

３
年

度
要

求
・要

望
額

0.
1億

円
(前

年
度

予
算

額
0.

1億
円

)

O
EC

D
国

際
幼

児
教

育
・保

育
従

事
者

調
査

(S
ta

rt
in

g 
St

ro
ng

 S
ur

ve
y 

）

デ
ジ

タル
世

界
に

お
け

る
幼

児
教

育
・保

育
の

在
り方

に
関

す
る

調
査

研
究

（
Ea

rly
ch

ild
ho

od
ed

uc
at

io
n

an
d

ca
re

in
a

di
gi

ta
lw

or
ld

）
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私
立

の
幼

稚
園

対
象

校
種

事
業

者
（

学
校

設
置

者
）

実
施

主
体

国
１

/３
、事

業
者

２
/３

※
地

震
に

よる
倒

壊
等

の
危

険
性

が
高

い
施

設
の

耐
震

補
強

・
改

築
工

事
国

１
/２

、事
業

者
１

/２

補
助

割
合

工
事

費
、実

施
設

計
費

、耐
震

診
断

費
等

補
助
対
象

経
費

私
立

幼
稚

園
施

設
整

備
費

補
助

金

緊
急

の
課

題
とな

って
い

る
耐

震
化

の
た

め
の

園
舎

、外
壁

や
天

井
等

の
非

構
造

部
材

の
耐

震
対

策
、防

犯
対

策
、ア

ス
ベ

ス
ト対

策
、付

帯
設

備
の

エ
コ改

修
等

に
要

す
る

経
費

の
一

部
を

補
助

。特
に

、預
か

り保
育

な
どコ

ロ
ナ

禍
に

お
い

て
も

子
供

を
安

心
して

育
て

る
こと

が
で

き
る

環
境

整
備

や
、感

染
症

予
防

の
観

点
か

ら
の

衛
生

環
境

の
改

善
を

促
進

す
る

。

令
和

３
年

度
要

求
・要

望
額

15
億

円
＋

事
項

要
求

(前
年

度
予

算
額

(臨
時

・特
別

の
措

置
除

く)
 

5億
円

)

１
耐

震
補

強
工

事
・・

・
耐

震
補

強
、非

構
造

部
材

の
耐

震
対

策
、防

災
機

能
強

化

２
防

犯
対

策
工

事
・・

・
門

・フ
ェン

ス
・防

犯
監

視
シ

ス
テ

ム
等

の
設

置
工

事

４
ア

ス
ベ

ス
ト等

対
策

工
事

・・
・

吹
き

付
け

ア
ス

ベ
ス

トの
除

去
等

５
屋

外
教

育
環

境
整

備
・・

・
ア

ス
レ

チ
ック

遊
具

、屋
外

ス
テ

ー
ジ

等
の

整
備

７
バ

リア
フリ

ー
化

工
事

・・
・

ス
ロー

プ
の

設
置

、障
害

者
用

トイ
レ

の
バ

リア
フリ

ー
化

等

３
新

築
・増

築
・改

築
等

事
業

・・
・

新
築

、増
築

、耐
震

改
築

、そ
の

他
危

険
建

物
の

改
築

・改
修

預
か

り保
育

へ
の

対
応

、分
散

保
育

に
対

応
す

る
た

め
の

保
育

ス
ペ

ー
ス

の
確

保
、

感
染

症
対

策
の

た
め

の
間

仕
切

りの
設

置
等

６
エ

コ改
修

事
業

・・
・

太
陽

光
発

電
の

設
置

、省
エ

ネ
型

設
備

等
の

設
置

・改
修

トイ
レ

の
乾

式
化

、分
散

保
育

に
対

応
す

る
た

め
の

空
き

教
室

の
空

調
整

備
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○
感

染
症

予
防

の
観

点
か

らの
衛

生
環

境
の

改
善

に
要

す
る

費
用

の
一

部
を補

助
トイ

レ・
給

食
調

理
場

の
乾

式
化

、分
散

保
育

に
対

応
す

る
た

め
の

空
き教

室
の

空
調

整
備

や
保

育
ス

ペ
ー

ス
の

確
保

、感
染

症
対

策
の

た
め

の
間

仕
切

りの
設

置
等

私
立

の
幼

稚
園

、保
育

所
、認

定
こど

も
園

対
象

校
種

都
道

府
県

実
施

主
体

国
１

/２
、市

町
村

１
/４

、事
業

者
１

/４
国

１
/２

、
事

業
者

１
/２

補
助

割
合

工
事

費
、実

施
設

計
費

、耐
震

診
断

費
等

補
助
対
象

経
費

認
定

こど
も

園
施

設
整

備
交

付
金

１

認
定

こど
も

園
の

類
型

整
備

区
分

幼
保

連
携

型

幼
稚

園
型

保
育

所
型

認
定

こど
も

園
整

備
の

補
助

イ
メ

ー
ジ

教
育

機
能

部
分

の
整

備
（

保
育

機
能

部
分

に
係

る
整

備
）

幼
稚

園
部

分
の

機
能

を
拡

充
す

る
整

備
（

保
育

機
能

部
分

に
係

る
整

備
）

教
育

機
能

部
分

に
係

る
整

備
（

保
育

所
部

分
の

機
能

を
拡

充
す

る
整

備
）

認
定

こど
も

園
施

設
整

備
費

交
付

金
の

対
象

（
文

部
科

学
省

所
管

）

保
育

所
等

整
備

交
付

金
の

対
象

（
厚

生
労

働
省

所
管

）

教
育

機
能

保
育

機
能

保
育

所

保
育

機
能

教
育

機
能

幼
稚

園

○
認

定
こど

も
園

の
施

設
整

備
に

要
す

る
費

用
の

うち
、幼

稚
園

機
能

部
分

に
係

る
費

用
の

一
部

を補
助

（
新

増
改

築
、大

規
模

改
修

等
）

認
定

こど
も

園
整

備

幼
稚

園
耐

震
化

整
備

２

園
舎

の
耐

震
指

標
等

の
状

況
に

応
じて

実
施

す
る

耐
震

化
を支

援

防
犯

対
策

整
備

３
門

、フ
ェン

ス
、防

犯
カメ

ラ等
の

設
置

に
よる

防
犯

対
策

を支
援

１
3

2

令
和

３
年

度
要

求
・要

望
額

20
0億

円
＋

事
項

要
求

(前
年

度
予

算
額

(臨
時

・特
別

の
措

置
除

く)
 

25
億

円
)
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８．キャリア教育・職業教育の充実 

                                   (前 年 度 予 算 額       330 百万円） 

                                    令和３年度要求・要望額      999 百万円 

 

 

  １．要  旨 

 小学校からの起業体験や中学校の職場体験活動、高校におけるインター 

ンシップ等のキャリア教育を推進するとともに、専門高校においては、先 

進的な卓越した取組の実践研究や地域課題の解決等の探求的な学びを実現 

する取組を推進する。 

 

 

  ２．内  容 

（１）将来の在り方・生き方を主体的に考えられる若者を育むキャリア教育推進事業 

21 百万円( 30 百万円) 

 

① キャリア教育の普及・啓発等 

キャリア教育推進連携シンポジウムの開催等 

 

 

② 小・中学校等における起業体験推進事業 

児童生徒がチャレンジ精神や、他者と協働しながら新しい価値を創造 

する力など、これからの時代に求められる資質・能力の育成を目指した 

起業体験活動の先進事例を収集し、全国への普及を図る。（１団体） 

 

 

③ 地域を担う人材育成のためのキャリアプランニング推進事業 

（学校を核とした地域力強化プランの一部） 

【総合教育政策局に計上】〔補助率１／３〕 

「キャリアプランニングスーパーバイザー」を都道府県等に配置し、地 

元企業等と連携した職場体験やインターンシップ及び地元への愛着を深め 

るキャリア教育の推進等を通じ、地元に就職し地域を担う人材を育成する。 

(15 人) 
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（２）マイスター・ハイスクール（次世代地域産業人材育成刷新事業） 

【再掲】 

   722 百万円（新規）  

第 4 次産業革命の進展、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）、六次

産業化等、産業構造・仕事内容は急速かつ絶えず革新しており、更に新型コ

ロナウイルス感染症の感染拡大の中、こうした革新の流れは一層急激になっ

ていくことが予見されるところ。このため、産業界と専門高校が一体・同期

化し、絶えず革新し続ける最先端の職業人育成システムを構築し、専門高校

の職業人材育成の抜本的改革を図る。 

 

 

（３）スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール 

15 百万円(48 百万円)  

高度な知識・技能を身に付けた専門的職業人を育成するため、専攻科を 

含めた５年一貫のカリキュラムの研究や大学・研究機関等との連携など先 

進的な卓越した取組を行う専門高校を指定した実践研究及び事業検証を実 

施し、成果の普及を図る。 

 

 

（４）地域との協働による高等学校教育改革推進事業【再掲】 

241 百万円(252 百万円) 

新高等学校学習指導要領を踏まえ、Society5.0 を地域から分厚く支える 

人材の育成に向けた教育改革を推進するため、「経済財政運営と改革の基 

本方針 2019」や「まち・ひと・しごと創生基本方針 2019」に基づき、高等 

学校が自治体、高等教育機関、産業界等と協働してコンソーシアムを構築 

し、地域課題の解決等の探究的な学びを実現する取組を推進することで、 

地域振興の核としての高等学校の機能強化を図る。 
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将
来
の
在
り方
・生
き
方
を
主
体
的
に
考
え
ら
れ
る
若
者
を
育
む

キ
ャリ
ア
教
育
推
進
事
業

令
和

3年
度

要
求

・要
望

額
0.

2億
円

（
前

年
度

予
算

額
0.

3億
円

)

◆
小
・
中
学
校
等
に
お
け
る
起
業
体
験
推
進
事
業

１
０
百
万
円
（
１
６
百
万
円
）

小
・
中
学
校
等
に
お
い
て
、
児
童
生
徒
が
チ
ャ
レ
ン
ジ
精
神
や
、
他
者
と
協
働
し
な
が
ら
新
し
い
価
値
を
創
造
す
る
力
な
ど
、
こ
れ
か
ら
の
時
代
に
求
め

ら
れ
る
資
質
・
能
力
の
育
成
を
目
指
し
た
起
業
体
験
活
動
の
先
進
事
例
を
収
集
し
、
全
国
へ
の
普
及
を
図
る
。

◆
地
域
を
担
う
人
材
育
成
の
た
め
の
キ
ャ
リ
ア
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
推
進
事
業

８
百
万
円
（
８
百
万
円
）

【
学
校
を
核
と
し
た
地
域
力
強
化
プ
ラ
ン
の
一
部
（
地
方
創
生
関
連
施
策
）
】

「
キ
ャ
リ
ア
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
」
を
都
道
府
県
等
に
配
置
し
、
地
元
企
業
等
と
連
携
し
た
職
場
体
験
や
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
及
び
地
元
へ

の
愛
着
を
深
め
る
キ
ャ
リ
ア
教
育
の
推
進
等
を
通
じ
、
地
元
に
就
職
し
地
域
を
担
う
人
材
を
育
成
す
る
。
（
配
置
人
員

15
名
）

児
童
生
徒
一
人
一
人
の
社
会
的
・
職
業
的
自
立
に
向
け
必
要
な
基
盤
と
な
る
能
力
や
態
度
を
育
成
す
る
た
め
、
学
校
が
地
域
や
産
業
界
等
と
連
携
し
た
小

学
校
か
ら
の
起
業
体
験
、
中
学
校
の
職
場
体
験
活
動
及
び
高
等
学
校
の
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、
児
童
生
徒
が
主
体
的
に
進
路
を
選
択
す

る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
キ
ャ
リ
ア
・
パ
ス
ポ
ー
ト
等
の
教
材
を
活
用
し
つ
つ
、
体
系
的
な
キ
ャ
リ
ア
教
育
を
推
進
す
る
。

２
．
キ
ャ
リ
ア
教
育
推
進
体
制
の
構
築

◆
キ
ャ
リ
ア
教
育
推
進
連
携
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
開
催
、
連
携
表
彰
等
の
実
施

キ
ャ
リ
ア
教
育
の
意
義
の
普
及
・
啓
発
と
推
進
に
資
す
る
た
め
、
学
校
、
地
域
・
社
会
及
び
産
業
界
等
の
関
係
者
が
一
堂
に
会
し
た
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
を
、

文
科
省
・
経
産
省
・
厚
労
省
の
共
催
で
開
催
す
る
と
と
も
に
、
キ
ャ
リ
ア
教
育
の
充
実
・
発
展
に
向
け
優
れ
た
取
組
を
実
施
し
て
い
る
団
体
等
を
表
彰
す
る
。

１
．
キ
ャ
リ
ア
教
育
の
普
及
・啓
発

３
百
万
円
（
３
百
万
円
）

１
８
百
万
円
（
２
７
百
万
円
）

事
業
目
的

取
組
内
容

※
各
事
項
の
予
算
額
の
千
円
未
満
は
端
数
処
理
し
て
い
る
た
め
、
こ
れ
ら
を
足
し
合
わ
せ
た
額
と
合
計
の
額
は
一
致
し
な
い
。

小
学

校
、中

学
校

、義
務

教
育

学
校

中
等

教
育

学
校

（
前

期
課

程
の

み
）

特
別

支
援

学
校

（
小

学
部

・中
学

部
）

対
象

校
種

民
間

１
団

体
委
託
先

人
件

費
、旅

費
、印

刷
費

等
委
託

対
象
経
費

資
格

要
件

補
助
対
象

小
学

校
、中

学
校

、義
務

教
育

学
校

中
等

教
育

学
校

、高
等

学
校

等
対
象
校
種
対
象
校
種

都
道

府
県

市
区

町
村

実
施
主
体
実
施
主
体

補
助

率
（

国
:1

/3
 県

市
:2

/3
）

補
助

割
合

補
助

割
合

諸
謝

金
、旅

費
等

補
助

対
象
経
費

補
助

対
象
経
費
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令
和
３
年
度
要
求
・要

望
額

7
.2
億
円

（
新
規
）

国
公
私
立
の
高
等
学
校

対
象

校
種

４
０
箇
所

１
８
０
０
万
円
/箇

所
３
年

箇
所
数

単
価

期
間

学
校
設
置
者
、
地
方
公
共
団
体
、
民
間
企
業
、
経
済

団
体
、
協
同
組
合
等

委
託
先

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
開
発
等
に
必
要
な
経
費

（
人
件
費
、
設
備
備
品
費
、
実
習
費
等
）

委
託

対
象
経
費

マ
イ
ス
タ
ー
・
ハ
イ
ス
ク
ー
ル
（
次
世
代
地
域
産
業
人
材
育
成
刷
新
事
業
）

背
景 ・

課
題

■
第
４
次
産
業
革
命
の
進
展
、
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョン
（
Ｄ
Ｘ
）
、
六
次
産
業
化
等
、
産
業
構
造
・仕

事
の
内
容
は
急
速
か
つ
絶
え
ず
革
新
。

■
更
に
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
感
染
拡
大
の
中
、
D
X
,I
o
T
の
進
展
の
加
速
度
が
さ
ら
に
高
ま
り
、
こ
う
し
た
革
新
の
流
れ
は
一
層
急
激
に
。

■
こ
う
し
た
中
、
地
域
産
業
の
人
材
育
成
の
核
と
な
る
専
門
高
校
の
社
会
的
要
請
と
し
て
、
産
業
構
造
・
仕
事
の
内
容
の
絶
え
間
な
い
変
化
に
即
応
・同

期
化

し
た
職
業
人
育
成
が
求
め
ら
れ
る
。

→
ア
フ
タ
ー
コ
ロ
ナ
社
会
で
成
長
産
業
化
を
図
る
産
業
界
が
期
待
す
る
専
門
高
校
の
職
業
人
育
成
シ
ス
テ
ム
を
抜
本
的
に
改
革

<
連
携
パ
タ
ー
ン
（
例
)>

【
主
な
取
組
】

○
産
業
界
他
関
係
者
一
体
と
な
っ
た
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
刷
新
・実

践
（
コ
ー
ス
、
学
科
改
編
等
）

○
マ
イ
ス
タ
ー
ハ
イ
ス
ク
ー
ル
Ｃ
Ｅ
Ｏ
（
仮
称
）
を
企
業
等
か
ら
指
定
し
学
校
の
管
理
職
と
し
て

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

○
企
業
技
術
者
を
教
員
と
し
て
採
用
（
マ
イ
ス
タ
ー
ハ
イ
ス
ク
ー
ル
版
ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト
）

○
企
業
等
で
の
授
業
・
実
習
を
多
数
実
施
、
企
業
等
の
施
設
・設

備
の
共
同
利
用

○
専
攻
科
設
置
や
高
専
化
、
大
学
連
携
等
の
一
貫
教
育
課
程
導
入
等
の
抜
本
的
な
改
革

事
業
内
容
：
成
長
産
業
化
に
向
け
た
革
新
を
図
る
産
業
界
と
専
門
高
校
が
一
体
・
同
期
化
し
、
第
4
次
産
業
革
命
・
地
域
の
持
続
的
な
成
長
を

牽
引
す
る
た
め
の
、
絶
え
ず
革
新
し
続
け
る
最
先
端
の
職
業
人
育
成
シ
ス
テ
ム
の
構
築

事
業
の
成
果
等
を
通
じ
て
、
第

4
次
産
業
革
命
を
牽
引
す
る
地
域
産
業
人
材
育
成
エ
コ
シ
ス
テ
ム
の
モ
デ
ル
を
示
す
こ
と
に
よ
り
、
各
地
域
が
取
組
む
際
の
各
種
コ
ス
ト

低
減
を
図
る
こ
と
が
可
能
と
な
り
、
全
国
各
地
で
地
域
特
性
を
踏
ま
え
た
取
組
を
加
速
化
さ
せ
、
次
世
代
地
域
産
業
人
材
育
成
の
全
国
的
な
社
会
最
適
を
目
指
す

産
業
界
と
一
体
と
な
っ
た
専
門
高
校
の
職
業
人
材
育
成
の
抜
本
的
改
革

未
来
志
向
の
産
業
界
が
中
核
と
な
り
、
地
元
自
治
体
等
と
と
も
に
、
地
域
に
お
け
る
人
材
育
成
と
成
長
産
業
化
の
エ
コ
シ
ス
テ
ム
の
確
立

専
門
高
校第
4
次
産
業
革
命
を
担
う
職
業
人
育
成

産
業
界

マ
イ
ス
タ
ー
・

ハ
イ
ス
ク
ー
ル

Ｃ
Ｅ
Ｏ
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令
和
３
年
度
要
求
・要
望
額
0.
1億
円

（
前
年
度
予
算
額

0.
5億
円
）

ス
ー
パ
ー
・プ
ロ
フェ
ッシ
ョナ
ル
・ハ
イ
ス
ク
ー
ル

社
会
の
変
化
や
産
業
の
動
向
等
に
対
応
した
、高
度
な
知
識
・技
能
を身
に
付
け
、社
会
の
第
一
線
で
活
躍
で
き
る
専
門
的
職
業
人
を
育
成
す
る
た
め
、先
進
的
な
卓
越
した
取
組
を
行
う専
門

高
校
（
専
攻
科
を
含
む
）
に
お
い
て
、実
践
研
究
を行
う。

（
１
）
「ス
ー
パ
ー
・プ
ロ
フェ
ッシ
ョナ
ル
・ハ
イ
ス
ク
ー
ル
」の
継
続
指
定
（
１
校
）

指
導
・助
言
等

・特
色
あ
る
カリ
キ
ュラ
ム

（
実
験
・実
習
、起
業
家
教
育
等
）

・技
術
開
発
研
究
の
推
進

・高
度
な
技
術
・技
能
の
習
得
、高
度
資
格
へ
の
挑
戦

・他
学
科
との
連
携
な
ど

専
門
高
校

大
学
・高
専
・研
究
機
関
等

・生
徒
を
対
象
とし
た
講
座
の
実
施

・最
先
端
の
研
究
指
導

な
ど

管
理
機
関
（
教
育
委
員
会
、学
校
法
人
、国
立
大
学
法
人
）

専
門
高
校
（
専
攻
科
）

・特
色
あ
る
カリ
キ
ュラ
ム
（
実
験
・実
習
、起
業
家
教
育
等
）

・高
度
な
技
術
・技
能
の
習
得

・高
度
資
格
へ
の
挑
戦
な
ど

専
門
高
校
（
本
科
）

学
校
の
指
定
（
指
定
期
間
3年
（
最
大
5年
）
）

指
導
・助
言
・評
価

５
年
一
貫

３
年

成
果
の
普
及

連
携
・協
力

地
域
の
他
の
専
門
高
校

ス
ー
パ
ー
・プ
ロフ
ェッ
シ
ョナ
ル
・ハ
イス
クー
ル

（
農
業
・工
業
・商
業
・水
産
・家
庭
・看
護
・情
報
・福
祉
）

企
業
等

・熟
練
技
能
者
に
よ
る
実
践
的
な
技
術

指
導
・長
期
の
就
業
実
習

・共
同
商
品
開
発

・外
部
人
材
の
積
極
的
な
活
用
な
ど

５
年
一
貫
の

教
育

連 携 ・ 協 力

連 携 ・ 協 力

文
部
科
学
省

・我
が
国
の
産
業
の
発
展
の
た
め
、社
会
の
第
一
線
で
活
躍
で
きる
専
門
的
職
業
人
の
育
成

・成
果
モ
デ
ル
を
全
国
に
普
及
し、
専
門
高
校
全
体
の
活
性
化
を
推
進

先
進
的
な
卓
越
した
取
組

専
門
高
校
の
学
習
状
況
や
取
組
事
例
の
収
集
、専
門
高
校
に
関
す
る
実
態
調
査
等
を
行
い
、専
門
高
校
に
お
け
る
魅
力
発
信
方
策
等
に
つ
い
て
調
査
研
究
を行
う。

（
２
）
専
門
高
校
の
魅
力
発
信
に
関
す
る
調
査
研
究

国
公
私
立
の
専
門
高
校
等

対
象
校
種

１
箇
所

４
，
３
２
１
千
円

３
年
（
専
攻
科
を含
め
る
場
合
は
5年
）

学
校
設
置
者

委
託
先

カリ
キ
ュラ
ム
開
発
に
必
要
な
経
費

（
諸
謝
金
、委
員
旅
費
、消
耗
品
費
等
）

委
託

対
象
経
費

箇
所
数

単
価
、
期
間

対
象

校
種

委
託

先
箇
所
数
、単
価
、期
間

委
託
対
象
経
費

：
国
公
私
立
の
専
門
高
校
等

：
民
間
企
業
等

：
１
箇
所

９
，
０
６
８
千
円

１
年

：
調
査
研
究
に
必
要
な
経
費
（
諸
謝
金
、委
員
旅
費
、消
耗
品
費
等
）
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令
和
３
年
度
要
求
・要
望
額
2.
4億
円

（
前
年
度
予
算
額

2.
5億
円
）

）

国
公
私
立
の
高
等
学
校

対
象

校
種

65
箇
所
（
R1
指
定
51
校
，
R2
指
定
14
校
）

24
0～
39
0万
円
程
度
/箇
所

３
年

箇
所
数

単
価

期
間

学
校
設
置
者
等

委
託
先

カリ
キ
ュラ
ム
開
発
に
必
要
な
経
費

（
人
件
費
、委
員
旅
費
、謝
金
等
）

委
託

対
象
経
費

地
域
との
協
働
に
よ
る
高
等
学
校
教
育
改
革
推
進
事
業

【
グ
ロ
ー
カ
ル
型
】

グ
ロ
ー
バ
ル
な
視
点
を
持
っ
て
地
域
を
支

え
る
リ
ー
ダ
ー
を
育
成

【
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
型
】

地
域
の
産
業
界
等
と
の
連
携
・
協
働
に
よ

る
実
践
的
な
職
業
教
育
を
推
進

高
等
学
校

地
域
と
の
協
働
に
よ
る
活
動
を
学
校
の
教
育
活
動
と
し
て
明
確
化

専
門
人
材
の
配
置
等
、
校
内
体
制
の
構
築

学
校
と
地
域
と
を
つ
な
ぐ
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
を
指
定

将
来
の
地
域
ビ
ジ
ョ
ン
・
求
め
る
人
材
像
を
共
有
し
、
地
域
協
働

に
資
す
る
学
習
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
開
発

高
校
生
と
地
域
課
題
の
マ
ッ
チ
ン
グ
を

効
果
的
に
行
う
た
め
の
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
を
構
築

【
地
域
魅
力
化
型
】

地
域
課
題
の
解
決
等
を
通
じ
た
学
習
カ
リ

キ
ュ
ラ
ム
を
構
築
し
、
地
域
な
ら
で
は
の

新
し
い
価
値
を
創
造
す
る
人
材
を
育
成

【
P
D
C
A
サ
イ
ク
ル
構
築
の
た
め
の
調
査
研
究
】

成
果
指
標
等
の
作
成
検
証
等
に
よ
る
地
域
と
の
協
働
に
よ
る
教
育
改
革
の
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
の
構
築
，
成
果
普
及
の
た
め
の
全
国
サ
ミ
ッ
ト
等
を
実
施

※
専
門
学
科
を
中
心
に
実
施

（
指
定
校
数

１
５
校
）

※
普
通
科
を
中
心
に
実
施

（
指
定
校
数

２
６
校
）

都
道
府
県

地
域
Ｎ
Ｐ
Ｏ

産
業
界

社
会
教
育
機
関

（
公
民
館
等
）

大
学
・

専
修
学
校
等

市
町
村

小
中
学
校
等

【
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
】

※
全
学
科
を
対
象
に
実
施

（
指
定
校
数

２
４
校
）
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 ９．学校健康教育の推進 

 

 (前年度当初予算額 201 百万円 補正予算額  8,572 百万円） 

令和３年度要求・要望額 11,780 百万円  

 

  １．要  旨 

児童生徒が生涯にわたって健康で安全に生活できるよう、感染症対策をは

じめとする学校保健、学校給食の衛生管理や食育の充実を推進する。 

 

  ２．内  容 

（１）学校保健推進事業等        11,631 百万円（120 百万円） 

［8,572 百万円］ 

学校における感染症対策を充実するための支援や、新学習指導要領に

対応したがん教育の取組の推進、複雑化・多様化する児童生徒の現代的

健康課題への対応等を通じて学校保健を一層推進する。 

 

① がん教育総合支援事業           40百万円（32百万円） 

新学習指導要領に対応したがん教育の取組を推進するため、それぞ

れの地域の実情に応じた取組を積極的に支援するとともに、先進事例

の普及・啓発を図る。 
 

② 児童生徒の近視実態調査研究事業            42 百万円（新  規） 

視力低下が進行する時期となる小中学生を対象に、医療関係者等の

協力の下、児童生徒の近視の実態やライフスタイルとの関連を調査す

るとともに、その結果を活かし、児童生徒の視力低下を防ぐための啓

発資料を作成する。 

 

③ 感染症対策のための衛生環境整備支援事業【再掲】   

7,762 百万円［8,572 百万円］ 

 

④ 学校における感染症対策専門家派遣事業【再掲】 

1,394 百万円（新  規） 

 

⑤ 児童生徒の健康管理・健康づくりの推進【再掲】 

2,202 百万円（新  規） 

 

⑥ 学校健康診断情報のＰＨＲへの活用に関する調査研究事業【再掲】 

155 百万円（14 百万円） 

         等 
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（２）学校給食・食育総合推進事業        148 百万円（81 百万円） 

学校給食における地場産物の使用促進を図ることで、地域の食文化、

食に関する産業や自然環境の恵沢に対する子供の理解増進につなげる。 

また、新型コロナウイルスの影響も踏まえつつ、学校給食の衛生管理

や食育の充実等のための調査・研究を行うことで、今後の施策に関し有

効な知見を得る。 

 

① 学校給食地場産物使用促進事業       82 百万円（30 百万円） 

特に学校給食における地場産物の使用率が低い地域における課題

解決に資するため、以下の経費を支援。 

 

○学校側や生産・流通側の調整役として仕組みづくりを担うコーディ

ネーターの配置に必要となる経費や、行政や学校関係者、コーディ

ネーター、生産者等による協議会等の開催に必要となる経費 

○様々な規格の地場産物を、大量・効率的に調理するのに当たり必要

となる備品の購入に係る経費 

 
・対象校種 公立義務教育諸学校 
・補助率 １／３ 

 

② 感染症拡大に伴う学校給食・食育の諸課題に関する調査研究等【再掲】 

66 百万円（22 百万円） 
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新
学
習
指
導
要
領
に
対
応
した
が
ん
教
育
の
実
施

事
業
概
要

が
ん
教
育
総
合
支
援
事
業

令
和
３
年
度
要
求
・要
望
額
0.
4億
円

(前
年
度
予
算
額

0.
3億
円
)

平
成
28
年
12
月
に
改
正
され
た
が
ん
対
策
基
本
法
第
23
条
で
は
、「
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、国
民
が
、

が
ん
に
関
す
る
知
識
及
び
が
ん
患
者
に
関
す
る
理
解
を
深
め
る
こと
が
で
き
る
よ
う、
学
校
教
育
及
び
社
会
教
育
に

お
け
る
が
ん
に
関
す
る
教
育
の
推
進
の
た
め
に
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
とす
る
。」
とい
うよ
うに
、が
ん
教
育
の

文
言
が
新
た
に
記
載
され
た
。

平
成
29
年
度
か
ら令
和
4年
度
ま
で
の
6年
間
を
対
象
とし
た
第
3期
が
ん
対
策
推
進
基
本
計
画
で
は
、が
ん
教

育
に
つ
い
て
、「
国
は
、全
国
で
の
実
施
状
況
を
把
握
した
上
で
、地
域
の
実
情
に
応
じて
、外
部
講
師
の
活
用

体
制
を
整
備
し、
が
ん
教
育
の
充
実
に
努
め
る
。」
こと
が
目
標
とさ
れ
て
い
る
。

平
成
29
年
3月
に
小
学
校
及
び
中
学
校
、平
成
30
年
3月
に
高
等
学
校
の
学
習
指
導
要
領
が
そ
れ
ぞ
れ
改

訂
され
、中
学
校
及
び
高
等
学
校
に
お
い
て
は
、が
ん
に
つ
い
て
も
取
り扱
うこ
とを
新
た
に
明
記
され
、中
学
校
の

全
面
実
施
（
令
和
3年
度
）
・高
等
学
校
の
年
次
進
行
実
施
（
令
和
４
年
度
）
に
向
け
、学
習
指
導
要
領

の
対
応
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

①
教
員
の
が
ん
に
つ
い
て
の
知
識
・理
解
が
不
十
分

健
康
に
つ
い
て
は
、子
供
の
頃
か
ら教
育
す
る
こと
が
重
要
で
あ
り、
学
校
で
も
健
康
の
保
持
増
進
と

疾
病
の
予
防
とい
う観
点
か
らが
ん
教
育
に
取
り組
ん
で
い
る
が
、教
員
の
が
ん
に
関
す
る
知
識
が
不

十
分
で
あ
る
こと
や
外
部
講
師
が
学
校
で
指
導
す
る
際
の
留
意
点
等
の
認
識
が
不
十
分
で
あ
る
。

②
が
ん
教
育
の
全
国
へ
の
普
及
・啓
発
が
必
要

が
ん
教
育
に
対
して
地
域
に
よ
り温
度
差
が
あ
る
た
め
、全
国
で
実
施
す
る
新
学
習
指
導
要
領
に

対
応
した
が
ん
教
育
の
指
導
内
容
を
充
実
させ
、全
国
へ
の
普
及
・啓
発
を
図
る
必
要
が
あ
る
。

③
外
部
講
師
の
活
用
体
制
の
一
層
の
充
実
が
必
要

が
ん
教
育
に
お
け
る
外
部
講
師
の
活
用
状
況
が
十
分
とは
言
え
ず
、学
校
が
外
部
講
師
を
活
用
す

る
た
め
の
体
制
を
充
実
させ
る
必
要
が
あ
る
。

課 題

背 景

新
学
習
指
導
要
領
を
踏
ま
え
た
が
ん
教
育
に

つ
い
て
、教
員
や
外
部
講
師
の
質
の
向
上
を
図

る
とと
も
に
、各
都
道
府
県
で
行
って
い
る
先
進

事
例
の
紹
介
等
を
行
い
、全
国
へ
の
普
及
・啓

発
を
図
る
。

教
員
・外
部
講
師
に
対
す
る
実
践
的
な
が
ん

教
育
研
修
会
の
実
施

公
立
以
外
の
国
・私
立
学
校
も
対
象
とし
た

が
ん
教
育
シ
ンポ
ジ
ウム
の
開
催

１
新
学
習
指
導
要
領
に
対
応
した

が
ん
教
育
の
普
及
・啓
発

２
地
域
の
実
情
に
応
じた
が
ん
教
育
の
実
施

委
託
先

民
間
事
業
者
等

委
託

対
象
経
費

諸
謝
金
、旅
費
、借
損
料
、

印
刷
製
本
費
、消
耗
品
費
等

箇
所
数

単
価

１
箇
所
39
百
万
円
程
度

成
果

本
事
業
に
よ
り、
が
ん
に
対
す
る
正
しい
知
識
、が
ん
患
者
へ
の
正
しい

理
解
及
び
命
の
大
切
さ
に
対
す
る
認
識
の
深
化
を
図
る
。

新
学
習
指
導
要
領
に
対
応
した
が
ん
教
育
の
確
実
な

実
施
に
向
け
た
、取
組
の
充
実
を
促
す
。

外
部
講
師
の
積
極
的
な
活
用
を

図
る
た
め
体
制
を
整
備
す
る
。

新
学
習
指
導
要
領
の
全
面
実
施
に
向
け
、全
国

で
が
ん
教
育
を
確
実
に
実
施
す
る
た
め
、そ
れ
ぞ
れ
の

地
域
の
実
情
に
応
じた
取
組
を
支
援
す
る
とと
も
に
、

外
部
講
師
を
活
用
し
た
が
ん
教
育
の
取
組
を
支
援

す
る
。

が
ん
教
育
に
関
す
る
教
材
の
作
成
・配
布

外
部
講
師
に
よ
る
が
ん
教
育
の
実
施

外
部
講
師
名
簿
作
成
、活
用
体
制
の
整
備

民
間
事
業
者
等

（
事
務
局
）

都
道
府
県
等

文
部
科
学
省

①
業
務
委
託

②
事
業
計
画
提
出

④
報
告
書
提
出

③
旅
費
・謝
金
等
事
務
局
で

負
担
（
上
限
あ
り）

事
業
ス
キ
ー
ム

都
道
府
県
等
に
お
け
る
取
組

•
外
部
講
師
の
派
遣

•
外
部
講
師
を
活
用
し
た

授
業
研
究
会

•
教
職
員
・外
部
講
師
を

対
象
とし
た
研
修
会

•
各
学
校
で
の
外
部
講
師

を
活
用
した
が
ん
教
育
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児
童
生
徒
の
近
視
実
態
調
査
研
究
事
業

医
療

関
係

者
等

の
協

力
の

下
、視

力
低

下
が

進
行

す
る

時
期

とな
る

小
中

学
生

を
対

象
に

、視
力

の
実

態
に

つ
い

て
詳

細
に

把
握

す
る

た
め

の
調

査
を

行
い

、有
効

な
対

策
を

検
討

す
る

。ま
た

、そ
の

結
果

を
活

か
し、

社
会

全
体

で
児

童
生

徒
の

視
力

低
下

を
防

ぐた
め

の
啓

発
資

料
を

作
成

す
る

。

背
景 ・ 課
題

学
校

保
健

統
計

調
査

に
お

い
て

裸
眼

視
力

1.
0未

満
の

者
が

過
去

最
多

を
更

新
し

続
け

て
い

る
。

しか
しな

が
ら、

我
が

国
で

は
、健

康
診

断
で

児
童

生
徒

等
の

裸
眼

視
力

の
み

を
測

定
し、

近
視

か
遠

視
か

な
どの

デ
ー

タが
存

在
しな

い
た

め
、対

策
も

取
られ

て
い

な
い

現
状

で
あ

る
。

実
施
体
制
・方
法
等

令
和

３
年

度
要

求
・要

望
額

0.
4億

円
(新

規
)

委
託

先
民

間
調

査
研

究
機

関
等

委
託

対
象

経
費

人
件

費
、諸

謝
金

、旅
費

、借
損

料
、

印
刷

製
本

費
、消

耗
品

費
等

対
象

校
種

全
国

の
小

学
校

、中
学

校

箇
所

数
単

価
１

箇
所

42
百

万
円

程
度

調
査
結
果
の
集
計
・分
析

視
力

悪
化

の
詳

細
（

遠
視

・乱
視

・近
視

）
を

明
らか

に
し、

有
効

な
対

策
を

検
討

児
童

生
徒

の
視

力
対

策
の

た
め

の
啓

発
資

料
の

作
成

・周
知

（
％

）

60 40 20 0
S5

4 
   

   
   

 H
1 

   
   

   
 H

11
   

   
   

  H
21

   
   

   
   

R1
（

年
度

）

裸
眼
視
力
1.
0未
満
の
者
の
割
合
の
推
移 高

等
学

校

中
学

校

小
学

校

幼
稚

園

R1
年
度

過
去
最
多

〈出
典

〉
文

部
科

学
省

「学
校

保
健

統
計

調
査

」

67
.6

4％

57
.4

7％

34
.5

7％

26
.0

6％

事
業

概
要

児
童
生
徒
の
近
視
の
実
態
や
ラ
イ
フス
タ
イ
ル
との
関
連
等
に
つ
い
て
明
らか
に
し、

効
果
的
な
啓
発
を
行
うこ
とに
よ
り、
児
童
生
徒
の
視
力
低
下
の
予
防
を
推
進
す
る
。

全
国
の
小
中
学
校
で
５
～
６
月
に
調
査
実
施

調
査

対
象

：
小

学
校

1～
6年

生
、中

学
校

1～
3年

生
各

学
年

1,
00

0名
程

度
（

合
計

約
9,

00
0名

程
度

）

＋
測

定
装

置
（

オ
ー

トレ
フケ

ラト
メー

ター
）

毎
年

実
施

され
る

健
康

診
断

の
視

力
調

査
測
定
装
置
に
よ
る
遠
視
・乱
視
・近
視

の
程
度
、眼
軸
長
な
どを
測
定

（
測

定
値

は
本

人
に

も
返

却
）

文
部

科
学

省

全
国

の
小

中
学

校

業
務

委
託

計
測

器
・視

能
訓

練
士

を
派

遣民
間

事
業

者
（

調
査

研
究

の
総

括
）

・
教

育
委

員
会

・
学

校
長

・
養

護
教

諭
・

学
校

医

・
日

本
近

視
学

会
・

日
本

眼
科

学
会

・
日

本
眼

科
医

会
・

視
能

訓
練

士
協

会

医
療

関
係

者
学

校
関

係
者

協
力

者
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学
校
給
食
地
場
産
物
使
用
促
進
事
業

令
和
3年
度
要
求
・要
望
額

0.
8億
円

（
前
年
度
予
算
額

0.
3億
円
)

課
題
解
決
の
た
め
の
事
業
概
要

学
校

学
校
給
食
に
お
け
る
地
場
産
物
の
活
用
は
、①
子
供
た
ち
が
身
近
に
実
感
を
も
って
地
域
の
自
然
や
環
境
、食
文
化
、産
業
に
つ
い
て
理
解
を深
め
た
り、
②
生
産
者
や
生
産
過
程
を
理
解
し、
食
べ

物
へ
の
感
謝
の
気
持
ち
を
抱
くこ
とが
で
きる
な
ど、
教
育
的
意
義
を
有
す
る
も
の
で
あ
る
。政
府
の
食
育
推
進
基
本
計
画
に
お
い
て
は
、3
期
（
15
年
）
に
わ
た
り学
校
給
食
に
お
け
る
地
場
産
物
の
使

用
割
合
（
30
％
以
上
）
を目
標
に
掲
げ
て
き
た
が
、以
下
の
課
題
か
ら使
用
率
を高
め
る
の
が
困
難
な
地
域
も
多
く、
い
まだ
に
そ
の
目
標
に
到
達
で
き
な
い
状
況
。

背
景

未
解
決
の
課
題

当
日
調
理
が
原
則
。当
日
の
朝
、納
入
して
も
らえ
る
か
？

短
い
時
間
で
調
理
が
可
能
な
の
か
？

必
要
な
量
が
確
保
で
き
る
か
？

大
き
さな
どは
あ
る
程
度
そろ
え
られ
る
の
か
？

自
分
で
セ
ンタ
ー
ま
で
の
出
荷
を
担
え
な
い

自
分
だ
け
で
は
大
量
生
産
は
で
き
な
い

規
格
で
は
じか
れ
て
ロス
が
生
じる
な
ら、
他
に
売
りた
い
…
…

◆
コー
デ
ィネ
ー
タ
ー
の
配
置

◆
関
係
者
に
よ
る
協
議
会
の
開
催

特
に
学
校
給
食
に
お
け
る
地
場
産
物
の
使
用
率
が
低
い
地
方
公
共
団
体
の
底
上
げ
の
補
助
を
行
い
、都
道
府
県
・全
国
に
お
け
る
地
場
産
物
使
用
率
の
上
昇
に
つ
な
げ
る
。

学
校
給
食
に
お
け
る
地
場
産
物
等
の
安
定
的
な
生
産
・供
給
体
制
を
構
築
す
る
とと
も
に
、地
域
の
食
文
化
、食
に
係
る
産
業
や
自
然
環
境
の
恵
沢
に
対
す
る
子
供
の
理
解
増
進
に
つ
な
げ
る
。

成
果

調
整

調
整

【コ
ー
デ
ィネ
ー
タ
ー
や
協
議
会
に
期
待
さ
れ
る
役
割
例
】

○
学
校
給
食
の
使
用
品
目
・使
用
量
の
整
理
・共
有

○
域
内
に
お
け
る
農
作
物
の
種
類
・生
産
量
の
整
理
・共
有

○
買
取
方
針
・生
産
方
針
の
明
確
化
・共
有

○
集
荷
・納
入
に
係
る
仕
組
み
づ
くり

等

栄
養
教
諭

①
学
校
給
食
に
必
要
な
量
や
規
格
、集
荷
・納
入
に
係
る
ミス
マ
ッチ
の
未
解
決

②
様
々
な
規
格
の
地
場
産
物
を
、限
られ
た
時
間
で
大
量
・効
率
的
に
調
理
す
る
た
め
の
備
品
が
整
って
い
な
い

課
題 使
用
率
が
低
い
地
域
に
お
け
る
課
題
解
決
に
資
す
る
た
め
、

①
学
校
側
や
生
産
・流
通
側
の
調
整
役
とし
て
仕
組
み
づ
くり
を担
うコ
ー
デ
ィネ
ー
ター
の
配
置
に
必
要
とな
る
経
費
や
、行
政
や
学
校
関
係
者
、コ
ー
デ
ィネ
ー
ター
、生
産
者
等
に
よ
る
協
議
会
等
の
開
催
に

必
要
とな
る
経
費
、

②
様
々
な
規
格
の
地
場
産
物
を、
大
量
・効
率
的
に
調
理
す
る
の
に
当
た
り必
要
とな
る
備
品
の
購
入
に
係
る
経
費

等
を
支
援
（
対
象
校
種
：
公
立
義
務
教
育
諸
学
校
、実
施
主
体
：
地
方
公
共
団
体
、箇
所
数
：
60
、補
助
率
：
1/
3）

地
場
産
物
を
活
用
して
、子
供
た
ち
に

食
に
関
わ
る
地
域
の
自
然
、文
化
、

産
業
を
伝
え
た
い
！
！

教
育
委
員
会

農
政
部
局

※
大
量
・効
率
的
に
調
理
す
る
た
め
の
備
品
の
購
入
費
も
支
援

給
食
セ
ンタ
ー
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 10．切れ目ない支援体制構築に向けた特別支援教育の充実 

 

   (前年度当初予算額 2,546 百万円、前年度補正予算額 1,951 百万円） 

                                 令和 3 年度要求・要望額  9,213 百万円  

 

  １．要 旨 

障害のある児童生徒等の自立と社会参加の加速化に向け、ＩＣＴの活用

等を含めた取組の充実を図り、障害のある児童生徒等が十分な教育を受け

られる環境を構築する。 

 

  ２．内 容 

◆ＩＣＴを活用した障害のある児童生徒等への支援 

〇ＩＣＴを活用した障害のある児童生徒等に対する指導の充実  

71 百万円（ 新 規 ） 

① ＩＣＴを活用した自立活動の効果的な指導の在り方の調査研究 

自立活動や通級による指導において、感染症対策や地理的な条件等により

対面による指導が難しい際の学びの保障や、担当教員の指導の質の向上な

ど、ＩＣＴを活用した遠隔による指導の在り方について研究を実施する。 

・委託先：教育委員会、大学 

・箇所数：６箇所 

 

② ＩＣＴを活用した職業教育に関する指導計画・指導法の開発 

職業教育におけるＩＣＴを活用した指導計画、指導方法、教材・コンテン

ツ等の開発を行い、効果的な指導の在り方について研究を実施する。 

        ・委託先：教育委員会 

・箇所数：３箇所 

 

③ 文部科学省著作教科書のデジタル化に求められる機能の研究 

文部科学省著作教科書（特別支援学校用）について、障害の特性に応じた

効果的な指導に求められる機能を踏まえたデジタル化を試行し、課題等を

抽出する。 

・委託先：民間団体 

・箇所数：４箇所 
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④ 高等学校段階の病気療養中等の生徒に対するＩＣＴを活用した遠隔教育の

調査研究事業 

高等学校段階における病気療養中等の生徒に対する、ＩＣＴを活用した効

果的な遠隔教育の活用方法等の研究を実施する。 

・委託先：教育委員会 

・箇所数：５箇所 

 

 

〇教科書デジタルデータを活用した拡大教科書、音声教材等普及促進  

    プロジェクト                240 百万円( 207 百万円) 

発達障害や視覚障害等のある児童生徒が十分な教育を受けられる環境を整備

するため、教科書デジタルデータを活用した音声教材等に関する効率的な製作

方法や高等学校等における拡大教科書の普及促進、教材の活用に関するアセス

メント等について実践的な調査研究等を実施する。 

・委託先：大学、民間団体等 

・箇所数：５箇所 

 

 

◆医療的ケアが必要な児童生徒等への支援 

〇医療的ケアのための看護師配置 

（切れ目ない支援体制整備充実事業 2,453 百万円の内数） 

学校における医療的ケアの環境整備の充実を図るため、自治体等による看護師

配置を支援する。（２，１００人 ⇒ ２，４００人） 

・実施主体：都道府県、市区町村、特別支援学校等を設置する学校法人 

・負担割合：国 1/3、都道府県・市区町村・学校法人 2/3 

 

 

〇学校における医療的ケア実施体制充実事業    42 百万円（ 29 百万円） 

① 小・中学校等における医療的ケア児の受入れ・支援体制の在り方に関する

調査研究 

医療的ケア児が増加傾向にあることを踏まえ、中学校区に医療的ケアの実

施拠点校を設けるなどして、地域の小・中学校等で医療的ケア児を受け入れ、

支える体制の在り方の研究を実施する。 

・委託先：小・中学校等の設置者である市町村等 

・箇所数：５箇所 
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② 医療的ケアのための看護師に対する研修機会の確保 

医療的ケアのための看護師が、学校現場で働くに当たっての導入・基礎知

識の習得や、最新の医療や看護技術等のより実践的な知識や技能を習得する

ための系統的な研修体制の整備を推進する。 

・委託先：法人格を有する団体 

・箇所数：２箇所 

 

 

◆新型コロナウイルス感染症対策 

〇特別支援学校スクールバス感染症対策支援事業【再掲】 

5,279 百万円[1,951 百万円]  

 
特別支援学校のスクールバスにおける感染リスクの低減を図るため、学

校設置者が実施するスクールバスの増便等の取組を支援。 
① スクールバスに乗車する幼児児童生徒の少人数化を図る取組 

▸ 分散登校に伴うスクールバスの運行回数の増や、運行台数の増など 

② スクールバスに乗車する医療的ケアを必要とする幼児児童生徒の罹
患を防ぐための取組 
▸ 重症化リスクの高い医療的医ケア児等に対し、スクールバスの代わりとして

福祉タクシー等で通学を行う 
・実施主体：特別支援学校を設置する都道府県・市町村（特別区含む） 

国立大学法人・学校法人 
・負担割合：国 1/2（国立 10/10）、都道府県・市町村・学校法人 1/2 

 

 

〇低所得世帯へのオンライン学習通信費支援 

（特別支援教育就学奨励費の内数）      933 百万円 

新型コロナウイルス感染症感染拡大を受け、ＩＣＴを活用した学習のための環

境整備が進められる中、低所得世帯のオンライン学習を支えるため、その通信

費を支援する。（要保護世帯 ⇒ 支弁区分Ⅰへ拡充） 
・実施主体：国（国立大学法人）、都道府県、市町村（特別区含む） 
・負担割合：国 1/2（国立 10/10）、都道府県・市町村 1/2 

 

 

◆切れ目ない支援を支える基盤の構築 

〇切れ目ない支援体制整備、外部専門家の配置 

    （切れ目ない支援体制整備充実事業 2,453 百万円の内数） 

① 切れ目ない支援体制整備 

特別な支援が必要な子供が就学前から社会参加まで切れ目なく支援を受

けられるよう体制の整備を行う自治体等のスタートアップを支援する。 

 ▸ 個別の教育支援計画等の活用、連携支援コーディネーター配置 など 
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② 外部専門家の配置 

個別の指導計画の作成や実際の指導に当たって、障害の状態等に応じて必

要となる、専門の医師や理学療法士、作業療法士、言語聴覚士などの専門

家配置を支援する。（３４８人） 

・実施主体：都道府県、市区町村、特別支援学校等を設置する学校法人 

・負担割合：国 1/3、都道府県・市区町村・学校法人 2/3 

 

 

○発達障害の可能性のある児童生徒等に対する支援事業等 

70 百万円（ 150 百万円） 

通常の学級や通級による指導において、新任担当あるいは経験の浅い担当教員

を支援するための体制構築等に関する調査研究を行う。 

・委託先：教育委員会 

     ・箇所数：７箇所 

※その他、発達障害の可能性のある児童生徒の実態把握に係る調査のあり方の

検討、国立特別支援教育総合研究所において発達障害に係る教員等の専門性

向上に向けた取組を実施する。 

 

 

〇難聴児の早期支援に向けた保健・医療・福祉・教育の連携推進 

16 百万円(21 百万円) 

聴覚障害児の早期支援を促進するため、特別支援学校（聴覚障害）における保

健、医療、福祉など、厚生労働行政と連携した教育相談の実施体制構築に係る

実践研究を行う。 

・委託先：教育委員会 

・箇所数：４箇所 

※その他、国立特別支援教育総合研究所において難聴児の切れ目ない支援体制

構築等に向けた取組を実施する。 

 

 

上記取組のほか、教科書等の作成や新学習指導要領の周知・徹底や、政策的な課

題に係る調査研究等を実施。 

 

 

≪関連施策≫ 

・通級による指導担当教員の基礎定数化による教職員定数の改善を着実に実施 

・特別支援学校の新増築及び既存施設の改修による教室不足解消〔補助率１／２（原則）〕、バリ

アフリー対策〔補助率１／３（原則）〕への国庫補助 
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 11．学校をプラットフォームとした総合的な子供の貧困対

策の推進等 

 

                                   (前 年 度 予 算 額   2,487 百万円） 

                                    令和３年度要求・要望額  2,789 百万円   

 

  １．要  旨 

 家庭の経済状況にかかわらず、学ぶ意欲と能力のある全ての子供が質の

高い教育を受け、能力・可能性を最大限伸ばしてそれぞれの夢に挑戦でき

るようにすることは、一人一人の豊かな人生の実現に加え、今後の我が国

の成長・発展にもつながるものである。 

    「子供の貧困対策に関する大綱」を踏まえ、学校を子供の貧困対策のプ

ラットフォームと位置付け、総合的な子供の貧困対策を推進するとともに、

教育の機会均等を保障するため、教育費負担の軽減を実施する。 

 

  ２．内  容 

（１）教育相談の充実 

○スクールソーシャルワーカーの配置充実【再掲】 

1,973 百万円（1,806 百万円） 

             〔補助率１／３〕〔補助事業者：都道府県、政令指定都市、中核市〕 

     ・スクールソーシャルワーカーの全中学校区への配置（10,000 中学校区） 

      ・いじめ・不登校対策のための重点配置（1,500 校） 

      ・貧困対策のための重点配置（1,400 校） 

     ・虐待対策のための重点配置（1,500 校） 

 ・教育支援センターの機能強化（250 箇所） 

     ・スーパーバイザーの配置（114 人）       等 

 

 

（２）高校生等の就職・就学支援等                 

     ○高等学校における教育の質確保・多様性への対応に関する調査研究【再掲】 

 

53 百万円(  55 百万円) 

〔委託費〕〔委託事業者：都道府県、学校法人、民間企業等〕 

 定時制・通信制課程において、不登校経験のある生徒、特別な支援が

必要な生徒、外国籍の生徒など、多様な生徒に応じて卒業後の進路を見

据えたカリキュラム開発を実施するとともに、多様な学習ニーズに応じ

ながら ICT を効果的に活用した指導・評価方法等の実証研究を実施する。 
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 （３）要保護児童生徒援助費補助                  619 百万円（  626 百万円）  

〔補助率１／２〕〔補助事業者：都道府県・市町村〕 

 要保護児童生徒の保護者に対して学用品費、修学旅行費、学校給食費等

の就学援助を実施。制服代・ランドセル代等の「新入学児童生徒学用品費

等」、「オンライン学習通信費」などの予算単価の引き上げにより、国庫

補助の拡充を図るとともに、就学援助の着実な取組を支援する。 

 

 

※上記に関連して、地方公共団体の就学事務（就学援助・学齢簿編製）における

情報システム標準化に係る経費を計上。               144 百万円（新規） 

〔委託費〕〔委託事業者：民間企業等〕 

  地方公共団体の就学援助・学齢簿編製事務における業務プロセスや情報

システム整備の実態を調査し、標準化に向けて検討を行った上、標準仕様

書作成を行う。 

 

※このほか、被災児童生徒就学支援等事業（大規模災害対応分）を実施。 

                          185 百万円（911 百万円） 

〔補助率２／３〕〔補助事業者：都道府県〕 

 大規模災害で被災し、経済的に就学が困難な児童生徒等の就学機会を確

保するため、小中学生に対する学用品費等の援助、高校生に対する奨学金、

特別支援学校等に在籍する児童生徒等への就学奨励、私立学校及び専修学

校・各種学校の授業料減免などを実施する。 

 

 

≪関連施策≫ 

   ・教職員定数の改善（貧困等に起因する学力課題の解消＋50 人） 

   ・高等学校等就学支援金交付金等 

   ・高校生等奨学給付金（奨学のための給付金） 

   ・特別支援教育就学奨励費負担等 

 

   （参考：復興特別会計） 

◇被災児童生徒就学支援等事業       1,641 百万円（3,020 百万円） 

〔補助事業者：都道府県〕 

 東日本大震災で被災し、経済的に就学が困難な児童生徒等の就学機会を

確保するため、小中学生に対する学用品費等の援助、高校生に対する奨学

金、特別支援学校等に在籍する児童生徒等への就学奨励、私立学校及び専

修学校・各種学校の授業料減免などを実施する。 
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ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
・ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャル
ワ
ー
カ
ー
に
よ
る
教
育
相
談
体
制
の
充
実
令
和
３
年
度
要
求
・要
望
額
73
億
円

（
前
年
度
予
算
額
67
億
円
）

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
等
活
用
事
業

ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャル
ワ
ー
カ
ー
活
用
事
業

義
務
教
育
段
階
の
不
登
校
児
童
生
徒
数
は
、平
成
24
年
度
か
ら６
年
連
続
で
全
体
の
人
数
・児
童
生
徒
千
人
当
た
りの
人
数
とも
に
増
加
して
お
り、

様
々
な
課
題
を抱
え
る
児
童
生
徒
へ
の
早
期
支
援
、不
登
校
状
態
に
あ
る
児
童
生
徒
へ
の
手
厚
い
支
援
に
向
け
た
相
談
体
制
の
充
実
が
必
要
。

また
、社
会
問
題
化
して
い
る
昨
今
の
児
童
虐
待
相
談
対
応
件
数
の
急
増
等
を踏
まえ
、学
校
に
お
け
る
児
童
虐
待
の
未
然
防
止
・早
期
発
見
や
、

児
童
虐
待
発
生
時
の
迅
速
・的
確
な
対
応
に
向
け
た
相
談
体
制
の
充
実
も
喫
緊
の
課
題
。

令
和
３
年
度
要
求
・要
望
額
：
5,
34
4百
万
円
(前
年
度
予
算
額
：
4,
86
6百
万
円
）

令
和
３
年
度
要
求
・要
望
額
：
1,
97
3百
万
円
(前
年
度
予
算
額
：
1,
80
6百
万
円
）

児
童
生
徒
の
心
理
に
関
して
専
門
的
な
知
識
・経
験
を有
す
る
者

⇒
児
童
の
心
理
に
関
す
る
支
援
に
従
事
（
学
教
法
施
行
規
則
）

福
祉
に
関
して
専
門
的
な
知
識
・経
験
を有
す
る
者

⇒
児
童
の
福
祉
に
関
す
る
支
援
に
従
事
（
学
教
法
施
行
規
則
）

補
助
割
合
：
国
１
/３
、都
道
府
県
・政
令
指
定
都
市
２
/３

実
施
主
体
：
都
道
府
県
・政
令
指
定
都
市

補
助
対
象
経
費
：
報
酬
・期
末
手
当
、交
通
費
等

補
助
割
合
：
国
１
/３
、都
道
府
県
・政
令
指
定
都
市
・中
核
市
２
/３

実
施
主
体
：
都
道
府
県
・政
令
指
定
都
市
・中
核
市

補
助
対
象
経
費
：
報
酬
・期
末
手
当
、交
通
費
等

全
公
立
小
中
学
校
に
対
す
る
配
置
（
27
,5
00
校
）

基
盤
とな
る
配
置

全
中
学
校
区
に
対
す
る
配
置
（
10
,0
00
中
学
校
区
）

い
じめ
・不
登
校
対
策
の
た
め
の
重
点
配
置
：
1,
50
0校

（
←
50
0校
）

重 点 配 置 等

い
じめ

不
登
校

虐
待

貧
困

虐
待
対
策
の
た
め
の
重
点
配
置

：
1,
20
0校

（
←
1,
00
0校
）

質
の
向
上

ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
の
配
置

：
11
4人

（
←
67
人
）

い
じめ
・不
登
校
対
策
の
た
め
の
重
点
配
置
：
1,
50
0校

（
←
50
0校
）

虐
待
対
策
の
た
め
の
重
点
配
置

：
1,
50
0校

（
←
1,
00
0校
）

ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
の
配
置

：
11
4人

（
←
67
人
）

児
童
生
徒
1
0
0
0
人
当
た
り
の

不
登
校
児
童
生
徒
数
（
小
中
）

※
不
登
校
特
例
校
や
夜
間
中
学
へ
の
配
置
を
含
む

教
育
支
援
セ
ン
タ
ー
の
機
能
強
化

：
25
0箇
所

※
不
登
校
特
例
校
や
夜
間
中
学
へ
の
配
置
を
含
む

※
単
位
：
人

教
育
支
援
セ
ン
タ
ー
の
機
能
強
化

：
25
0箇
所

貧
困
対
策
の
た
め
の
重
点
配
置

：
1,
40
0校

貧
困
対
策
の
た
め
の
重
点
配
置

：
1,
40
0校

公
認
心
理
師
、臨
床
心
理
士
等

社
会
福
祉
士
、精
神
保
健
福
祉
士
等

補
助
制
度

求
め
られ
る
能
力
・資
格
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令
和

３
年

度
要

求
・要

望
0.

5億
円

（
前

年
度

予
算

額
0.

6億
円

）

国
公

私
立

の
高

等
学

校
対

象
校

種

①
1箇

所
年

間
90

0万
円

/箇
所

１
年

②
8箇

所
年

間
45

0万
円

/箇
所

原
則

３
年

箇
所

数
単

価
期

間

①
民

間
企

業
②

定
時

制
・通

信
制

課
程

を
置

く国
公

私
立

の
高

等
学

校
等

委
託

先

①
PD

CA
サ

イク
ル

の
調

査
に

必
要

な
経

費
②

カリ
キ

ュラ
ム

開
発

等
に

必
要

な
経

費
（

人
件

費
、設

備
備

品
費

、委
員

旅
費

、謝
金

等
）

委
託

対
象

経
費

高
等
学
校
に
お
け
る
教
育
の
質
確
保
・多
様
性
へ
の
対
応
に
関
す
る
調
査
研
究

高
等

学
校

に
お

い
て

は
、生

徒
の

基
礎

学
力

の
確

実
な

習
得

と学
習

意
欲

の
喚

起
を

図
る

こと
、定

時
制

・通
信

制
課

程
に

お
い

て
、多

様
な

学
習

ニー
ズ

に
応

じた
学

び
を

実
現

す
る

とと
も

に
、ニ

ュー
ノー

マル
へ

の
移

行
を

見
据

え
、I

CT
を

効
果

的
に

利
活

用
した

新
時

代
の

学
び

の
充

実
を

図
る

こと
が

求
め

られ
て

い
る

こと
か

ら、
実

証
研

究
に

より
高

等
学

校
に

お
け

る
教

育
の

質
の

確
保

及
び

多
様

性
へ

の
対

応
の

充
実

を
図

る
。

高
等
学
校
に
お
け
る
教
育
の
質
の
確
保
・多
様
性
へ
の
対
応
の
た
め
の
調
査
研
究

①
PD
CA
サ
イ
ク
ル
の
構
築

◆
新
学
習
指
導
要
領
へ
の
対
応
を
踏
ま
え
た
対
象
教
科
・科
目
等
の

在
り方
に
関
す
る
調
査
研
究

「高
校

生
の

た
め

の
学

び
の

基
礎

診
断

」の
対

象
教

科
で

あ
る

国
語

・
数

学
・英

語
以

外
の

共
通

必
履

修
科

目
等

の
取

扱
い

に
つ

い
て

検
討

す
る

た
め

の
調

査
研

究
を

行
う。

②
多
様
性
に
応
じた
新
時
代
の
学
び
の
充
実
支
援
事
業

定
時

制
・通

信
制

課
程

に
お

い
て

、義
務

教
育

段
階

の
学

習
内

容
の

確
実

な
定

着
、ソ

ー
シ

ャル
ス

キ
ル

の
習

得
、日

本
語

指
導

等
の

た
め

の
学

校
設

定
教

科
・科

目
な

ど、
多

様
な

学
習

ニー
ズ

に
応

じた
カリ

キ
ュラ

ム
開

発
を

実
施

し、
IC

Tを
効

果
的

に
利

活
用

し、
個

に
応

じて
き

め
細

か
に

対
応

す
る

指
導

方
法

の
研

究
開

発
を

実
施

す
る

。
通

信
制

課
程

に
お

い
て

、高
等

学
校

通
信

教
育

の
質

の
確

保
・向

上
を

図
る

た
め

、I
CT

を
効

果
的

に
利

活
用

して
同

時
双

方
向

型
・オ

ン
デ

マ
ン

ド型
の

学
習

を
取

り入
れ

、多
様

な
メデ

ィア
を

高
度

に
利

活
用

した
学

習
の

研
究

開
発

を
実

施
し、

対
面

指
導

との
最

適
な

組
合

せ
を

エ
ビデ

ンス
に

基
づ

き
実

証
す

る
。

認
定

ツー
ル

に
よ

る
学

習
成

果
・課

題
の

分
析

・把
握

試
験

実
施

※
 Ｃ

Ｂ
Ｔ

も
可

分
析

結
果

・把
握

に
よ

る
指

導
・学

習
改

善
教

育
目

標
、教

育
課

程
、指

導
計

画
の

見
直

し等

個
に

応
じた

多
様

な
学

習
活

動
の

実
施
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要
保
護
児
童
生
徒
援
助
費
補
助
金

○
経

済
的

理
由

に
よ

って
、就

学
困

難
と認

め
られ

る
学

齢
児

童
生

徒
の

保
護

者
に

対
して

必
要

な
支

援
を

行
い

、義
務
教
育
の
円
滑
な
実
施
に
資
す
る

。

目
的
・目
標

事
業
内
容

○
学

校
教

育
法

に
お

い
て

、「
経

済
的

理
由

に
よっ

て
、就

学
困

難
と認

め
られ

る
学

齢
児

童
生

徒
の

保
護

者
に

対
して

は
、市
町
村
は
、必
要
な
援
助
を
与
え
な
け
れ
ば
な

らな
い

。」
とさ

れ
て

お
り、

ま
た

、就
学

援
助

法
等

に
お

い
て

、国
は
市
町
村
に
対
して

必
要
な
援
助
を
行
うこ

とと
され

て
い

る
。

背
景
説
明

◆
補

助
対

象
費

目
：

学
用

品
費

、体
育

実
技

用
具

費
、新

入
学

児
童

生
徒

学
用

品
費

等
、通

学
用

品
費

、通
学

費
、修

学
旅

行
費

、校
外

活
動

費
、ク

ラブ
活

動
費

、
生

徒
会

費
、Ｐ

Ｔ
Ａ

会
費

、卒
業

ア
ル

バ
ム

代
等

、オ
ンラ

イン
学

習
通

信
費

、医
療

費
、学

校
給

食
費

◆
令

和
３

年
度

概
算

要
求

（
案

）
・「
新
入
学
児
童
生
徒
学
用
品
費
等
」の
単
価
引
き
上
げ

小
学

校
：

51
,0

60
円

→
75

,3
70

円
（

＋
24

,3
10

円
）

中
学

校
：

60
,0

00
円

→
69

,2
60

円
（

＋
9,

26
0円

）
・「
オ
ン
ラ
イ
ン
学
習
通
信
費
」の
単
価
引
き
上
げ

小
学

校
：

10
,0

00
円

→
12

,0
00

円
（

＋
2,

00
0円

）
中

学
校

：
10

,0
00

円
→

12
,0

00
円

（
＋

2,
00

0円
）

・「
修
学
旅
行
費
」の
単
価
引
き
上
げ

小
学

校
：

21
,8

90
円

→
25

,9
60

円
（

＋
4,

07
0円

）
中

学
校

：
60

,9
10

円
→

62
,3

40
円

（
＋

1,
43

0円
）

市
町

村
の

行
う就

学
援

助
の

うち
、生

活
保

護
法

に
規

定
す

る「
要

保
護

者
」へ

の
援

助
に

対
して

、国
は

、義
務

教
育

の
円

滑
な

実
施

に
資

す
る

よう
、「

就
学

困
難

な
児

童
及

び
生

徒
に

係
る

就
学

奨
励

に
つ

い
て

の
国

の
援

助
に

関
す

る
法

律
」

（
就

学
援

助
法

）
「学

校
保

健
安

全
法

」「
学

校
給

食
法

」等
に

基
づ

い
て

必
要

な
援

助
を実

施
。

【参
考
：
準
要
保
護
者
へ
の
就
学
援
助
】（

平
成

30
年

度
約

12
6万

人
）

要
保

護
者

に
準

ず
る

程
度

に
困

窮
して

い
る

と市
町

村
教

育
委

員
会

が
認

め
る

「準
要

保
護

者
」へ

の
就

学
援

助
事

業
に

つ
い

て
は

、三
位

一
体

改
革

に
よ

り、
平

成
17

年
度

か
ら国

の
補

助
を

廃
止

し、
税

源
移

譲
・地

方
財

政
措

置
を

行
い

、各
市

町
村

が
単

独
で

事
業

を行
って

い
る

。

【要
保
護
者
へ
の
就
学
援
助
】（

平
成

30
年

度
約

11
万

人
）

令
和

３
年

度
要

求
・要

望
額

6億
円

(前
年

度
当

初
予

算
額

6億
円

)

市
町

村
等

小
学

校
、中

学
校

、義
務

教
育

学
校

、中
等

教
育

学
校

（
前

期
課

程
の

み
）

対
象

校
種

実
施

主
体

生
活

保
護

法
に

規
定

す
る

「要
保

護
者

」
対

象
者

国
1/

2 
、市

町
村

等
1/

2
補

助
割

合

市
町

村
等

が
行

う学
用

品
費

、修
学

旅
行

費
、学

校
給

食
費

等
の

補
助

事
業

補
助

対
象

経
費
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地
方
自
治
体
業
務
プ
ロ
セ
ス
・情
報
シ
ス
テ
ム
標
準
仕
様
作
成
事
業
（
就
学
）

令
和
3年
度
要
求
・要
望
額
1.
4億
円
（
新
規
）

地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
情
報
シ
ス
テ
ム
等
の
共
同
利
用
を
推
進
す
る
た
め
、地
方
公
共
団
体
の
就
学

事
務
（
就
学
援
助
・学
齢
簿
編
製
）
に
お
け
る業
務
プロ
セ
ス
や
情
報
シ
ス
テ
ム
整
備
の
実
態
を
調
査

し、
標
準
化
に
向
け
て
検
討
を
行
った
上
、標
準
仕
様
書
を
作
成
す
る
。

文
部
科
学
省

文
部
科
学
省

委
託

民
間
調
査
研
究
機
関
等民
間
企
業
等

実
態
と課
題
の
把
握

標
準
仕
様
書
作
成

「デ
ジ
タ
ル
・ガ
バ
メ
ン
ト
実
行
計
画
」（
令
和
元
年
12
月
20
日
閣
議
決
定
）

就
学
に
係
る
学
齢
簿
作
成
、就
学
援
助
認
定
等
の
シ
ス
テ
ム
は
、速
や
か
に
地
方
公
共
団
体
の
業
務

プ
ロセ
ス
や
情
報
シ
ス
テ
ム
整
備
の
実
態
を
把
握
し、
標
準
化
・共
有
化
に
向
け
た
検
討
体
制
を
構
築
す

る
。そ
の
後
、住
民
記
録
シ
ス
テ
ム
の
成
果
を
反
映
し、
20
20
年
度
（
令
和
２
年
度
）
に
お
け
る
検
討

後
１
年
以
内
に
標
準
仕
様
書
を
作
成
す
る
。

※
「新
経
済
・財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
20
19
」（
令
和
元
年
12
月
19
日
）
に
も
同
様
の
内
容
が
掲
載
。

「経
済
財
政
運
営
と改
革
の
基
本
方
針
20
20
」
（
令
和
2年
7月
17
日
閣
議
決
定
）

政
府
全
体
の
デ
ジ
タル
・ガ
バ
メン
トの
加
速
化
や
国
・地
方
一
体
で
の
業
務
プ
ロセ
ス
・情
報
シ
ス
テ
ム

の
標
準
化
・共
有
化
、地
方
自
治
体
の
デ
ジ
タル
化
・ク
ラウ
ド化
の
展
開
、行
政
と民
間
の
連
携
に
よ
る

プ
ラッ
トフ
ォー
ム
型
ビジ
ネ
ス
の
育
成
等
に
集
中
的
に
取
り組
む
。

背
景

就
学
援
助

学
校
教
育
法
第
19
条
に
基
づ
き
、各
市
町
村
が
、経
済
的
理
由
に
より
小
・中
学
校
へ

の
就
学
が
困
難
と認
め
られ
る
学
齢
児
童
生
徒
の
保
護
者
に
対
して
、
学
用
品
費
や
通

学
費
、修
学
旅
行
費
、学
校
給
食
費
な
どの
援
助
を行
う制
度
。

事
業
概
要

※
１
～
２
機
関

●
就
学
事
務
シ
ス
テ
ム
機
能
要
件
の
分
析

●
自
治
体
・ベ
ン
ダへ
の
ヒア
リン
グ

●
業
務
フロ
ー
の
作
成

●
シ
ス
テ
ム
の
機
能
の
整
理

●
機
能
要
件
比
較
表
の
作
成

●
主
要
論
点
の
整
理

●
標
準
機
能
要
件
の
検
討

等

●
検
討
結
果
を
ま
とめ
た
標
準
仕
様
書
の
作
成

・機
能
要
件

・様
式
・帳
票
要
件

・デ
ー
タ要
件

等

標
準
仕
様
書
作
成
に
必
要
な
経
費
（
謝
金
、委
員
等
旅
費
、人
件
費
、消
耗
品
費
等
）

事
業
概
要

市
町
村
数
：
17
66

※
令
和
元
年
度
就
学
援
助
状
況
等
調
査
で
回

答
の
あ
った
市
町
村
数

ベ
ンダ
数
：
71

※
令
和
元
年
度
自
治
体
情
報
シ
ス
テ
ム
の
クラ

ウド
化
に
関
す
る
取
組
状
況
等
調
査
より

委
託
先

民
間
企
業
等

１
～
２
機
関
、１
年

委
託
対
象
経
費

箇
所
数
・
期
間

学
齢
簿
編
製

就
学
事
務
の
概
要

学
齢
簿
は
、学
校
教
育
法
第
16
条
、第
17
条
に
基
づ
き、
学
齢
児
童
生
徒
（
満
６

歳
～
15
歳
）
の
就
学
義
務
の
履
行
状
況
を
把
握
し、
義
務
教
育
の
完
全
実
施
を
確
保

す
る
た
め
の
基
本
的
な
帳
簿
で
あ
る
。市
町
村
教
育
委
員
会
は
住
民
基
本
台
帳
に
基
づ

き、
そ
の
作
成
・管
理
や
就
学
校
の
指
定
な
どの
事
務
（
就
学
事
務
）
を行
って
い
る
。
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目
的
・目
標

事
業
内
容

被
災
児
童
生
徒
就
学
支
援
等
事
業
（
大
規
模
災
害
）

○
大
規
模
災
害
に
よ
り被
災
し、
経
済
的
理
由
か
ら就
学
困
難
とな
った
児
童

生
徒
等
が
安
心
して
学
ぶ
こと
が
で
き
る
よ
う、
家
庭
の
教
育
負
担
の
軽
減
を

図
る
こと
が
喫
緊
の
課
題
。

○
本
事
業
は
、平
成
28
年
熊
本
地
震
を
発
端
とし
て
同
年
度
か
ら実
施
。

背
景
説
明

○
大
規
模
災
害
（
令
和
元
年
台
風
第
19
号
，
令
和
2年
7月
豪
雨
）
に
よ
り被
災
し、
経
済
的
理
由
か
ら就
学
等
が
困
難
とな
った
児
童
生
徒
等
に
対
して
、都
道
府
県
等
が
以
下
の

就
学
支
援
等
を
実
施
す
る
場
合
、被
災
に
よ
る
支
援
対
象
者
数
の
増
加
に
伴
う負
担
を
考
慮
し、
交
付
金
とし
て
経
費
の
一
部
（
2/
3）
を
国
庫
で
支
援
す
る
。

※
熊
本
地
震
，
平
成
30
年
7月
豪
雨
，
北
海
道
胆
振
東
部
地
震
対
応
分
に
つ
い
て
は
令
和
２
年
度
で
終
了
。

（
対
象
者
）

被
災
に
よ
り就
学
困
難
とな
った
児
童
生
徒

（
対
象
事
業
）
市
町
村
等
に
お
い
て
行
う就
学
援
助
事
業

（
対
象
費
目
）
学
用
品
費
、通
学
費
、修
学
旅
行
費
、学
校
給
食
費
、医
療
費
等

※
通
学
費
に
は
、ス
クー
ル
バ
ス
の
運
行
に
よる
通
学
手
段
の
確
保
に
係
る
経
費
を
含
む

就
学
援
助
事
業
【小
・中
学
校
】

（
対
象
者
）

被
災
に
よ
り就
学
困
難
とな
った
生
徒

（
対
象
事
業
）
都
道
府
県
に
お
い
て
行
う奨
学
金
事
業

奨
学
金
事
業
【高
等
学
校
】

（
対
象
者
）

被
災
に
よ
り就
学
等
が
困
難
とな
った
児
童
生
徒

（
対
象
事
業
）
都
道
府
県
等
に
お
い
て
行
う授
業
料
等
減
免
事
業

私
立
学
校
授
業
料
等
減
免
事
業
【私
立
高
等
学
校
等
】

（
対
象
者
）

被
災
に
よ
り就
学
困
難
とな
った
幼
児
児
童
生
徒

（
被
災
に
よ
り支
弁
区
分
が
変
更
とな
った
者
も
含
む
）

（
対
象
事
業
）
都
道
府
県
等
に
お
い
て
行
う就
学
奨
励
事
業

（
対
象
費
目
）
学
用
品
費
、通
学
費
、修
学
旅
行
費
、学
校
給
食
費
等

特
別
支
援
教
育
就
学
奨
励
事
業
【特
別
支
援
学
校
等
】

令
和
３
年
度
要
求
・要
望
額

２
億
円

(前
年
度
予
算
額

９
億
円
)

専
修
学
校
・各
種
学
校
授
業
料
等
減
免
事
業
【専
修
学
校
・各
種
学
校
】

（
対
象
者
）

被
災
に
よ
り職
業
技
術
の
教
育
等
を
目
的
とす
る
学
校
へ
の
就
学
が
困
難
とな
った
生
徒

・専
修
学
校
高
等
課
程
、専
門
課
程
：
修
業
年
限
1年
以
上

・専
修
学
校
一
般
課
程
、各
種
学
校
：
原
則
修
業
年
限
2年
以
上

（
対
象
事
業
）
都
道
府
県
等
に
お
い
て
行
う授
業
料
等
減
免
事
業

○
被
災
に
よ
り就
学
困
難
とな
った
児
童
生
徒
等
に

対
して
、都
道
府
県
等
が
就
学
支
援
等
を
実
施

す
る
こと
で
、教
育
機
会
を
確
保
す
る
。
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○
被
災
に
よ
り就
学
困
難
とな
った
児
童
生
徒
等
に
対
して

都
道
府
県
等
が
就
学
支
援
等
を
実
施
す
る
こと
で
、教
育

機
会
を
確
保
す
る
。

目
的
・目
標

被
災
児
童
生
徒
就
学
援
助
事
業

被
災
児
童
生
徒
就
学
支
援
等
事
業
（
東
日
本
大
震
災
）

○
東
日
本
大
震
災
に
よ
り被
災
し、
経
済
的
理
由
か
ら就
学
困
難
とな
った
児
童

生
徒
等
が
安
心
して
学
ぶ
こと
が
で
き
る
よ
う、
家
庭
の
教
育
負
担
の
軽
減
を
図

る
こと
が
喫
緊
の
課
題
。

背
景
説
明

○
東
日
本
大
震
災
に
より
被
災
し、
経
済
的
理
由
か
ら就
学
が
困
難
とな
った
児
童
生
徒
に
対
して
、市
町
村
等
が
就
学
援
助
事
業
を
実
施
す
る
場
合
、

被
災
に
よる
支
援
対
象
者
数
の
増
加
に
伴
う負
担
を考
慮
し、
交
付
金
とし
て
経
費
の
全
額
（
10
/1
0）
を
国
庫
で
支
援
す
る
。

令
和
3年
度
要
求
額

16
億
円

(前
年
度
予
算
額

30
億
円
)
【東
日
本
大
震
災

復
興
特
別
会
計
】

○
被
災
児
童
生
徒
等
特
別
支
援
教
育
就
学
奨
励
事
業
、奨
学
金
事
業
、私
立
学
校
授
業
料
等
減
免
事
業
、専
修
学
校
・各
種
学
校
授
業
料
等
減
免
事
業
に
つ
い
て
、

支
援
の
必
要
な
子
ども
の
状
況
等
、事
業
の
進
捗
に
応
じた
支
援
を継
続
す
る
。

＜
地
震
・津
波
被
災
地
域
、原
子
力
災
害
被
災
地
域
＞

＜
原
子
力
災
害
被
災
地
域
の
み
＞

小
学
校
、中
学
校
、義
務
教
育
学
校
、中
等
教
育
学
校
（
前
期
課
程
の
み
）

震
災
に
よ
り就
学
困
難
とな
った
児
童
生
徒

対
象
校
種

補
助
割
合

対
象
者

実
施
主
体

補
助
対
象

経
費

市
町
村
等

市
町
村
等
が
行
う学
用
品
費
、通
学
費
、修
学
旅
行
費
、学
校
給
食
費
、医
療
費
等
の
補
助
事
業

※
通
学
費
に
は
、ス
クー
ル
バ
ス
の
運
行
に
よ
る
通
学
手
段
の
確
保
に
係
る
経
費
を
含
む

国
10
/1
0

「復
興
・創
生
期
間
」後
に
お
け
る
東
日
本
大
震
災
か
らの
復
興
の
基
本
方
針
（
令
和
元
年
12
月
20
日
閣
議
決
定
）

（
１
）
地
震
・津
波
被
災
地
域
・・
・

（
２
）
原
子
力
災
害
被
災
地
域
・・
・
就
学
支
援
に
つ
い
て
、支
援
の
必
要
な
子
ども
の
状
況
等
、事
業
の
進
捗
に
応
じた
支
援
を
継
続
す
る
。

就
学
支
援
に
つ
い
て
、過
去
の
大
規
模
災
害
に
お
け
る
取
組
事
例
等
を
踏
ま
え
、支
援
の
必
要
な
子
ども
の
状
況
等
、事
業
の
進
捗
に
応
じた
支
援
を
継
続
す
る
。
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12．私立小中学校等に通う児童生徒への経済的支援に関する 

  実証事業 

 

 

（前 年 度 予 算 額    ９９５百万円) 

令和３年度要求・要望額  １，０７１百万円  

                         

 

１．要  旨 

  私立小中学校等に通う児童生徒への経済的支援に関し、年収４００万円未満の世帯に

属する児童生徒について、授業料負担の軽減を行いつつ、義務教育において私立学校を

選択している理由や家庭の経済状況などについて実態把握のための調査を行う。 

  令和３年度においては、実証事業の最終年度であることを踏まえ、調査の対象や内容

の追加を行うことにより、一層効果的な経済的支援に関する検証を行う。 

 

 

２．内  容 
        
 【実施期間】 

    平成２９年度～令和３年度の５年間 

 

 

 【支給対象学校種】 

    私立の小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校（前期課程）、 

    特別支援学校（小学部、中学部） 

 

 

 【支給額】 

    最大で１０万円（年額） 
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◆
私
立
小
中
学
校
等
に
通
う経
済
的
に
厳
しい
世
帯
の
児
童
生
徒
の
実
態
を把
握
す
る
た
め
、５
年
間
の
実
証
事
業
を実
施
す
る
。（
平
成
29
年
度
～
令
和
３
年
度
）

◆
令
和
３
年
度
概
算
要
求
学
校
に
お
け
る
支
援
の
実
施
状
況
調
査
な
ど、
調
査
の
対
象
や
内
容
の
追
加
等
に
伴
う調
査
費
の
増
（
＋
１
億
円
）

事
業
内
容

令
和
３
年
度
要
求
・要
望
額
11
億
円

（
前
年
度
予
算
額

10
億
円
）

私
立
小
中
学
校
等
に
通
う児
童
生
徒
へ
の
経
済
的
支
援
に
関
す
る
実
証
事
業

○
様
々
な
事
情
か
ら私
立
小
中
学
校
等
に
進
学
して
い
る
も
の
の
、経
済
的

理
由
に
よっ
て
修
学
が
困
難
な
者
に
対
して
、教
育
基
本
法
に
基
づ
き、
国

及
び
地
方
公
共
団
体
は
奨
学
の
措
置
を講
じな
け
れ
ば
な
らな
い
。

背
景
説
明

対
象

校
種

対
象

校
種

都
道
府
県
が
行
う授
業
料
負
担
の
軽
減
に
要
す
る
費
用

補
助
対
象

経
費

都
道
府
県

実
施

主
体

実
施

主
体

定
額
補
助

補
助

割
合

補
助

割
合

私
立
の
小
学
校
、中
学
校
、中
等
教
育
学
校
（
前
期
課
程
）
、

特
別
支
援
学
校
（
初
等
部
、中
等
部
）

○
私
立
小
中
学
校
等
に
通
う年
収
40
0万
円
未
満
世
帯
の
児
童
生
徒
に

つ
い
て
、授
業
料
負
担
の
軽
減
を行
い
つ
つ
、義
務
教
育
に
お
い
て
私
立

学
校
を選
択
して
い
る
理
由
や
家
庭
の
経
済
状
況
な
どに
つ
い
て
実
態
把

握
の
た
め
の
調
査
を
行
い
、効
果
的
な
経
済
的
支
援
策
を検
討
す
る
。

目
的
・目
標

文
部
科
学
省

都
道
府
県

私
立
学
校

・
申
請
、
調
査
票
の
集
約

・
支
援
金
を
代
理
受
領

・
予
算
の
範
囲
内
で
真
に
支
援
が
必
要
な
児
童
生
徒
へ
措
置

・
調
査
に
よ
る
基
礎
デ
ー
タ
の
収
集

児
童
生
徒

（
保
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13．高校生等への修学支援 

 

（前 年 度 予 算 額   444,100 百万円) 

令和３年度要求・要望額    438,530 百万円  
                 
 

１．要  旨 

  全ての意志ある生徒が安心して教育を受けられるよう、高等学校等の授業料に充てる

ために高等学校等就学支援金を支給するとともに、低所得世帯に対しては、授業料以外

の教育費に充てるために高校生等奨学給付金等を支給することで、家庭の教育費負担の

軽減を図る。 

 

 

２．内  容 

（１）高等学校等就学支援金交付金等        419,570 百万円( 427,588 百万円） 

 

  ① 高等学校等就学支援金交付金         416,737 百万円( 424,795 百万円） 

  ○ 高校生等の授業料に充てるため、年収 910 万円未満の世帯の生徒等を対象に、年額

118,800 円を支給（設置者が代理受領）。 

 

○ 令和２年度から私立高校等に通う年収 590 万円未満の世帯の生徒等を対象として、

支給上限額を年額 396,000 円まで引き上げ、私立高校授業料の実質無償化を実施。 

 

 （対象学校種） 

国公私立の高等学校、中等教育学校(後期課程)、特別支援学校(高等部)、高等専門

学校(１～３年生)、専修学校高等課程、専修学校一般課程及び各種学校のうち国家

資格者養成課程(中学校卒業者を入所資格とするもの)を置くもの、各種学校のうち

告示指定を受けた外国人学校、海上技術学校 

 

  ② 高等学校等就学支援金事務費交付金       2,823 百万円(  2,782 百万円) 

○ 高等学校等就学支援金に関する事務の円滑な実施に資することを目的として、都道

府県に交付。 

 

③ 公立高等学校授業料不徴収交付金（旧制度）      10 百万円(    11 百万円) 
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（２）高校生等奨学給付金（奨学のための給付金）   15,890 百万円(  13,610 百万円) 
  
  ○ 生活保護世帯、非課税世帯（家計急変により非課税相当となった世帯を含む）の授

業料以外の教育費負担を軽減するため、高校生等奨学給付金により支援を行う。 

   ※ 授業料以外の教育費とは、教科書費、教材費、学用品費、通学用品費、入学学用品費、教科

外活動費など 

○ 都道府県が行う高校生等奨学給付金事業に対して、国がその経費を一部補助する。

（国庫補助率１／３） 

 （対象学校種） 

高等学校等就学支援金の対象学校種（特別支援学校を除く）及び高校専攻科 
                           
 
 【給付額】 

  非課税世帯について、【全日制等】（第１子）の給付額の増額や、家庭でのオンライン

学習に必要な通信費相当額の増額により、低所得世帯の更なる教育費負担の軽減を図る。 

   

   ○生活保護受給世帯【全日制等・通信制】 

    ・国公立の高等学校等に在学する者  年額  32,300 円 

    ・私立の高等学校等に在学する者   年額  52,600 円 

  ○非課税世帯【全日制等】（第１子単価） 

    ・国公立の高等学校等に在学する者  年額  84,000 円 → 110,100 円（＋26,100 円） 

    ・私立の高等学校等に在学する者   年額 103,500 円 → 129,600 円（＋26,100 円） 

  ○非課税世帯【全日制等】（第２子以降単価） 

    ・国公立の高等学校等に在学する者  年額 129,700 円→ 141,700 円（＋12,000 円） 

    ・私立の高等学校等に在学する者    年額 138,000 円→ 150,000 円（＋12,000 円） 

  ○非課税世帯【通信制・専攻科】 

    ・国公立の高等学校等に在学する者  年額  36,500 円→  48,500 円（＋12,000 円） 

    ・私立の高等学校等に在学する者   年額  38,100 円→  50,100 円（＋12,000 円） 

 

  ※下線部の単価増のうち 12,000 円がオンライン学習に必要な通信費相当額 

 

（３）高等学校等修学支援事業費補助金（高校生等奨学給付金を除く。） 

 715 百万円(     547 百万円) 

  ① 高校等で学び直す者に対する修学支援 

② 家計急変した世帯への修学支援 

③ 海外の日本人高校生への修学支援 

  ④ 高校等専攻科の生徒への修学支援 

 

（４）へき地児童生徒援助費等補助金 

 2,355 百万円(2,355 百万円) 

○ へき地等の小・中・高校生の通学条件を緩和するため、地方公共団体が実施する通

学費・居住費等の修学支援について補助を行う。 
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、都
道

府
県

２
/３

補
助

割
合

補
助

割
合

高
等
学
校
及
び
特
別
支
援
学
校
の
専
攻
科

※
大

学
へ

の
編

入
学

基
準

を
満

た
す

課
程

又
は

国
家

資
格

者
養

成
課

程
（

特
別

支
援

学
校

は
、就

労
支

援
に

資
す

る
教

育
課

程
を

含
む

）
を

対
象

とす
る

。

○
都

道
府

県
が

行
う高

等
学

校
等

の
専

攻
科

に
通

う生
徒

へ
の

支
援

事
業

に
対

して
、国

が
その

経
費

を補
助

す
る

こと
に

より
、家

庭
の

教
育

費
負

担
の

軽
減

を図
り、

も
って

教
育

の
機

会
均

等
に

寄
与

す
る

。

目
的
・目
標

＜
支
援
ス
キ
ー
ム
＞

住
民
税
非
課
税
世
帯
及
び
そ
れ
に

準
ず
る
世
帯
の
生
徒
が
対
象

（
※
）
両
親
の
う
ち
ど
ち
ら
か
一
方
が
働
き
、
高
校
生
1
人
（
1
6
歳
以
上
）
、
中
学
生
1
人
の
４
人
世
帯
の
目
安

2
7
0
万
円

3
8
0
万
円

（
住
民
税
非
課
税
世
帯
）

授
業
料
に
係
る
支
援

授
業
料
以
外
の
教
育
費
に
係
る
支
援

（
高
校
生
等
奨
学
給
付
金
に
お
い
て
実
施
）

年
収
目
安

補
助
対
象
上
限
額

約
1
2
万
円

約
4
3
万
円

約
4
8
万
円

平
均
授
業
料
を

勘
案
し
た
水
準

公
立
専
攻
科

の
支
給
額

住
民
税
非
課
税
世
帯
の

支
給
額
の
1
/
2

（
※
）

～
2
7
0
万
円
（
住
民
税
非
課
税
世
帯
）

2
7
0
～
3
8
0
万
円

公
立

私
立

公
立

私
立

授
業
料

1
1
8
,8
0
0
円

4
2
7
,2
0
0
円

5
9
,4
0
0
円

2
1
3
,6
0
0
円

授
業
料
以
外

4
8
,5
0
0
円

5
0
,1
0
0
円

―
―

＜
１
人
当
た
り
補
助
対
象
上
限
額
＞

高
校

等
専

攻
科

高
等

学
校

大
学

短
大

専
門

学
校

高
等

専
門

学
校

＜
各
教
育
機
関
の
位
置
づ
け
＞

高
校
及
び
特
別
支
援
学
校
高
等
部
の
本
科
の
教
育
内
容

を
基
礎
に
、
資
格
取
得
の
た
め
の
教
育
等
を
実
施
。

※
 授

業
料

以
外

の
教

育
費

は
高
校
生
等
奨
学
給
付
金
に
お
い
て
別
途
計
上

（
+
1
2
,0
0
0
円
）
（
+
1
2
,0
0
0
円
）
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【
補
助
対
象
一
覧
】

区
分

へ
き
地
学
校

過
疎
地
域
等

学
校
統
合

激
甚
災
害

指
定
時

高
校
未
設
置

離
島

ス
ク
ー
ル

バ
ス
等

購
入
費

○
○

○

通
学
費

○
○

○

寄
宿
舎

居
住
費

○
○

○
○

下
宿
等

居
住
費

○

修
学
旅

行
費

○

保
健
管

理
費

○

想
定
人
材

都
道
府
県
・市
町
村

実
施

主
体

１
／
２

（
高
度
へ
き
地
修
学
旅
行
費
で
過
去
３
ヵ年
の
財
政
力
指
数

0.
4未
満
の
市
町
村
は
２
／
３
、保
健
管
理
費
の
心
電
図
検
診
の
実
施
に
必

要
な
経
費
に
つ
い
て
は
１
／
３
）

補
助
率

へ
き
地
児
童
生
徒
援
助
費
等
補
助
金

令
和
３
年
度
要
求
・要
望
額

24
億
円

（
前
年
度
予
算
額

24
億
円
）

Ⅰ
趣
旨

交
通
条
件
及
び
自
然
的
、
経
済
的
、
文
化
的
諸
条
件
に
恵
ま
れ
な
い
山
間
地
、
離
島
等
に
所
在
す
る
へ
き
地
学
校
等
の
教
育
の
振
興
を
図
る
た
め
、
へ
き
地
教
育
振
興
法
等
に

基
づ
い
て
所
要
の
措
置
を
講
じ
る
。

Ⅱ
補
助
内
容

へ
き
地
学
校
、
過
疎
地
域
等
及
び
学
校
統
廃
合
に
係
る
小
・
中
学
校
等
の
児
童
生
徒
の
通
学
条
件
の
緩
和
を
図
る
た
め
に
都
道
府
県
及
び
市
町
村
が
ス
ク
ー
ル
バ
ス
・
ボ
ー
ト

等
を
購
入
す
る
事
業
に
対
す
る
補
助

（
１
）
ス
ク
ー
ル
バ
ス
等
購
入
費

６
０
８
百
万
円
（
６
０
８
百
万
円
）

高
校
未
設
置
離
島
の
高
校
生
を
対
象
に
、
教
育
費
負
担
が
重
く
な
っ
て
い
る
通
学
費
、

居
住
費
を
支
援
す
る
都
道
府
県
及
び
市
町
村
に
対
す
る
補
助

（
３
）
離
島
高
校
生
修
学
支
援
事
業

２
３
８
百
万
円
（
２
３
８
百
万
円
）

（
２
）
遠
距
離
通
学
費
等

１
，
３
０
５
百
万
円
（
１
，
３
０
５
百
万
円
）

➣
学
校
統
廃
合
に
伴
う
小
中
学
校
等
へ
の
遠
距
離
通
学
に
要
す
る
児
童
生
徒
の
交
通

費
を
負
担
す
る
市
町
村
の
事
業
に
対
す
る
補
助
（
補
助
期
間
：
５
年
間
）

➣
激
甚
災
害
に
よ
る
校
舎
の
破
損
等
に
よ
り
、
通
学
が
困
難
と
な
っ
た
小
中
学
校
等
へ

の
児
童
生
徒
の
通
学
に
要
す
る
交
通
費
を
負
担
す
る
都
道
府
県
及
び
市
町
村
の
事
業

に
対
す
る
補
助
（
補
助
期
間
：
５
年
間
）

（
４
）
そ
の
他

２
０
４
百
万
円
（
２
０
４
百
万
円
）

寄
宿
舎
居
住
費
、
高
度
へ
き
地
修
学
旅
行
費
（
３
～
５
級
地
）
、
保
健
管
理
費
等
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14.義務教育教科書の無償給与 

 

                                  (前 年 度 予 算 額   46,013 百万円） 

                    令和３年度要求・要望額   46,787 百万円 

 

  １．要  旨 

        義務教育教科書購入費については、憲法第２６条に掲げる義務教育無償の精

神を広く実現するものとして、国公私を問わず、義務教育諸学校の児童・生徒

が使用する教科書を国が発行者から直接購入し、無償で給与するための経費。 

 

 

  ２．内  容 

     令和３年度義務教育教科書購入費は、令和３年度から中学校において実施さ

れる新学習指導要領に対応した教科書のページ数増加等を反映し、必要な経費

を計上するとともに、教科書の定価は公共料金であることから公共料金として

適正な価格にするため、前年の定価をベースに物価指数や製造コスト等の変動

要素を適切に反映し、総額で約４６８億円を計上。 

 

 

   （１）予算額等の推移 

区 分 29 年度 30 年度 元年度 ２年度 ３年度(要求) 

予算額 416 億円 432 億円 448 億円 460 億円 468 億円 

定価改定率 

 

±0.0% 

 

±0.0% 

 

＋0.3% 

 

＋3.2%(小) 

±0.0%(中)※ 

＋0.5%(小) 

＋4.3%(中) 

   ※令和元年 10 月の消費税率引上げ(8%→10%)に伴い、別途 1.48%を計上。 

 

 

   （２）令和３年度児童生徒１人当たりの平均教科書費(要求ベース） 

・小学校用教科書  4,103 円（教科書一冊あたり 405 円） 

・中学校用教科書  5,701 円（教科書一冊あたり 551 円） 
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～
理
念
～

○
憲
法
第
26
条
の
義
務
教
育
無
償
の
精
神
を
広
く実
現

○
次
代
を
担
う子
供
た
ち
の
国
民
的
自
覚
を
深
め
る
な
ど、
国
民
全
体
の
期
待
を
込
め
て
教
育
的
意
義
か
ら実
施

○
教
育
費
の
保
護
者
負
担
の
軽
減

義
務
教
育
教
科
書
の
無
償
給
与

令
和
３
年
度
要
求
・要
望
額
46
8億
円

(前
年
度
予
算
額

46
0億
円
)

昭
和

38
年
の
制
度
発
足
以
来
、

国
民
の
間
に
深
く
定
着

諸
外
国
に
お
い
て
も
多
く
の
国
で
教
科
書

の
無
償
制
度
を
実
施

教
科
書
発
行
者
・
教
科
書
供
給
業
者

公
立
学
校

私
立
学
校

国
立
学
校

義
務
教
育
諸
学
校
の
す
べ
て
の
児
童
生
徒

※
教
科
書
は
児
童
生
徒
の
所
有
物
書
き
込
み
を
し
た
り
自
宅
に
持
ち
帰
っ
て
学
習

（
購
入
契
約
を
締
結
）

無
償
給
与

無
償
給
与

無
償
給
与

国
（
文
部
科
学
省
）

平
成
2
9年
度

平
成
3
0年
度

令
和
元
年
度

令
和
２
年
度

令
和
３
年
度
（要
求
）

予
算
額

41
6億
円

43
2億
円

44
8億
円

46
0億
円

46
8億
円

定
価
改
定
率

±
0.

0％
±

0.
0％

＋
0.

3％
＋

3.
2％

(小
)  
±

0.
0％

(中
)  

 (※
)

＋
0.

5％
(小

)  
＋

4.
3％

(中
) 

新
学
習
指
導
要
領
（
中
学
校
）
に
対
応
し
た
教
科
書
の
ペ
ー
ジ
数
の
増
加
等
を
反
映
す
る
た
め
に
必
要
な
経
費
を
新
た
に
計
上

※
令
和
元
年

10
月
の
消
費
税
率
引
上
げ
（
8%
→

10
%
）
に
伴
い
、
別
途

1.
48

%
を
計
上

（
参
考
）
令
和
３
年
度
児
童
生
徒
１
人
当
た
り
の
平
均
教
科
書
費

・
小
学
校
用
4
,1
0
3
円

・
中
学
校
用
５
,7
0
1
円
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令和３年度東日本大震災復興特別会計概算要求

【初等中等教育局関係分】

参 考

児童生徒等の心のケアや教育支援等 33億円（38億円）

○緊急スクールカウンセラー等活用事業 17億円（22億円）

・被災児童生徒の心のケアや教職員・保護者等への助言・援助等を行うための
スクールカウンセラーを配置（621人）等

○被災児童生徒に対する学習支援等のための教職員加配
15億円（16億円）

・被災児童生徒に対する学習支援や心のケア等に取り組むための定数措置（669人）

就 学 支 援 16億円（30億円）

○被災児童生徒就学支援等事業 16億円（30億円）

・震災により、経済的理由から就学等が困難となった世帯の児童生徒等に、
就学支援等を実施

復興を支える人材の育成など地域における暮らしの再生 3億円（ 5億円）

○福島県教育復興推進事業 1億円（0.8億円）

・避難地域12市町村の小中学校や双葉郡中高一貫校における魅力ある学校づくりを支援

○福島イノベーション・コースト構想等を担う人材育成 0.9億円（ 3億円）
に関する事業

・構想の中心となる浜通り地域等の初等中等教育機関において特色ある教育プログラム
を実施し、専門人材等の育成のための取組を支援

○放射線副読本の普及 0.7億円（0.7億円）

・学校における放射線に関する教育の支援として放射線副読本を普及
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